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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

営業収益 （百万円） 53,072 56,454 57,805 47,102 34,314

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 2,741 7,591 7,264 △21,333 △16,024

当期純利益又は当期純損失

（△）
（百万円） 461 3,866 4,427 △39,364 △17,595

純資産額 （百万円） 45,760 64,409 67,879 26,909 17,121

総資産額 （百万円） 213,245 180,215 189,591 152,194 134,213

１株当たり純資産額 （円） 1,015.95 916.33 965.71 382.90 113.28

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額

（△）

（円） 9.95 67.45 62.82 △560.14 △186.04

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 21.5 35.7 35.8 17.7 12.8

自己資本利益率 （％） 1.0 7.0 6.7 － －

株価収益率 （倍） 69.8 14.1 16.7 － －

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 24,397 33,707 4,842 21,539 △11,379

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 3,073 1,587 △1,645 △159 116

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △29,560 △41,270 △5,192 △21,888 480

現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） 29,588 23,612 21,617 21,108 10,325

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
（名）

961

(103)

943

(89)

727

(75)

437

(57)

390

(48)

　（注）１．営業収益には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、第51期、第52期、第53期及び第54期は潜在株式が

存在しないため、また、第50期は希薄化効果を有しないため、記載しておりません。

３．第53期及び第54期の自己資本利益率及び株価収益率につきましては、当期純損失のため記載しておりませ

ん。

４．純資産額の算定にあたり、第53期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。

EDINET提出書類

シンキ株式会社(E03714)

有価証券報告書

  2/122



(2）提出会社の経営指標等

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

営業収益 （百万円） 47,967 50,403 50,500 44,411 33,914

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 2,747 8,042 6,831 △21,554 △16,016

当期純利益又は当期純損失

（△）
（百万円） 584 4,578 4,189 △39,941 △17,523

資本金 （百万円） 5,016 12,665 12,665 12,665 16,709

発行済株式総数 （株） 45,030,000 70,277,524 70,277,524 70,277,524 151,138,278

純資産額 （百万円） 45,966 65,326 68,558 27,011 17,296

総資産額 （百万円） 211,241 180,191 189,747 151,924 134,120

１株当たり純資産額 （円） 1,020.52 929.38 975.38 384.36 114.44

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当額）
（円）

12.50

(－)

15.00

(－)

12.50

(6.25)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額

（△）

（円） 12.70 79.90 59.43 △568.35 △185.27

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 21.8 36.3 36.1 17.8 12.9

自己資本利益率 （％） 1.3 8.2 6.3 － －

株価収益率 （倍） 54.7 11.9 17.7 － －

配当性向 （％） 98.4 18.8 21.0 － －

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
（名）

743

(65)

737

(73)

612

(65)

403

(54)

385

(48)

　（注）１．営業収益には消費税等は含まれておりません。

２．第51期の１株当たり配当額には、創立50周年記念配当２円50銭を含んでおります。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、第51期、第52期、第53期及び第54期は潜在株式が

存在しないため、また、第50期は希薄化効果を有しないため、記載しておりません。

４．第53期及び第54期の自己資本利益率及び株価収益率につきましては、当期純損失のため記載しておりませ

ん。

５．純資産額の算定にあたり、第53期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。
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２【沿革】

年月 概要

昭和29年12月 兵庫県神崎郡に信起商事株式会社を設立。貸金業を開始。

昭和44年５月 兵庫県姫路市に支店開設。

昭和46年９月 商業手形割引の取り扱いを本格的に開始。

昭和48年10月 兵庫県姫路市に本店移転。

昭和49年８月 消費者向無担保ローンの取り扱いを開始。

昭和59年５月 「貸金業の規制等に関する法律」の施行に伴う貸金業者登録。

昭和59年８月 シンキ株式会社に商号変更。ＣＩ導入により新たに社章、ロゴタイプ、コーポレートカラー

 を設定。

昭和63年11月 ＮＥＣ汎用コンピュータを導入し、全店舗オンライン化。

平成元年３月 店舗へのＡＴＭの設置を開始。

平成７年10月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

平成８年４月 消費者向店舗に無人契約機の設置を開始。

平成８年10月 １週間無利息キャッシング「ノーローン」（消費者向け）を発売。

平成８年12月 金融機関等とＡＴＭ・ＣＤ提携を開始。

平成９年７月 東京都新宿区西新宿一丁目６番１号に本社移転。

平成11年２月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

平成11年５月 「金融業者の貸付業務のための社債の発行等に関する法律」の施行に伴い、「特定金融会社

 等」の登録。

平成12年９月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場。

平成13年６月 事業者向に無担保カードローンの新商品「ノーローンビジネス」を発売。

平成14年３月 株式会社新生銀行との間で業務提携契約を締結。

平成15年５月 86の有人店舗を全国11ヶ所のセンターに集約するセントラライズ化を公表。

平成15年12月 中堅消費者金融会社の株式会社アルコの全株式を取得し完全子会社とする。

平成16年10月 新生銀行との業務提携契約(平成14年３月締結)に基づき発行した転換社債の株式転換権行使に

より、株式会社新生銀行が当社の筆頭株主(議決権割合39.11％)となる。これに伴い当社は新生

銀行の持分法適用会社となる。

平成17年３月 株式会社アルコがエス・エル・メイプル株式会社の全株式を取得し完全子会社とする。

平成17年４月 パン信販株式会社の全株式を取得し完全子会社とする。

平成18年９月 有人店舗（シンキ単体）を全廃し、４センター体制（コミュニケーションセンター、カスタ

マーサービスセンター、契約センター、文書管理センター）へ移行。

平成18年10月 連結子会社である株式会社アルコを吸収合併。

平成19年３月 連結子会社であるパン信販株式会社の営業貸付債権を当社で譲り受けた後、同社を解散。

平成19年４月 同業他社に先駆け、新規にご契約いただくお客様への貸付金利を利息制限法内の15.0～18.0％

に引き下げ、新金利体系ビジネスモデルへ転換。

平成19年12月 株主割当増資を実施。その結果、当社の筆頭株主で「その他の関係会社」であった新生銀行が

発行済株式総数の67.77％を所有する親会社となり、当社は新生銀行の連結子会社となる。

平成20年３月 連結子会社であるエス・エル・メイプル株式会社の全株式を売却。

 平成20年３月 無人店舗445支店、４センター体制となる。
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社及び子会社１社で構成されており、ローン事業（消費者金融業及び事業者金融業）を主な事業

として展開しております。ローン事業において、お客様への総合的な金融サービスの提供を行うことを基本方針とし

て掲げており、消費者と事業者の双方の需要者に、また生活資金と事業資金の双方の資金ニーズに対して、迅速に対応

できる体制を整え、幅広い需要者の利便に供する事業展開を行っております。当社グループは即時性を中心とした利

便性を追求し、融資事務処理の効率化と審査体制の充実に努めるとともに、融資先の小口分散化と情報処理システム

の積極的な活用によって資産の健全性を高め、経営の安定化を図っております。

　当社グループの事業内容並びに当社及び子会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

（1）ローン事業部門

①消費者金融業      

　当社が、一般消費者に対して小口資金の貸付を行っております。

②事業者金融業

当社が、中小企業のオーナー及び個人事業主に対して事業資金の貸付を行っております。

主要な取扱商品の概要

　 平成20年３月31日現在

ローン種別 無担保・無保証ローン　

貸付対象者 一般消費者 事業者

商品名 ノーローン（新）
ノーローン（旧）
（注）１

オーナーズ　　　セレ
クトカード（新）

オーナーズ　　　セレ
クトカード（旧）
（注）１

ノーローン　　　ビジ
ネス（注）１

貸付上限額 200万円 100万円 300万円 300万円 200万円

貸付利率（年率）
15.000％～

18.000％

22.500％～

28.835％

15.000％～

18.000％
15.000％ 27.500％

遅延損害金（年率） 20.000％ 無し 20.000％ 無し 無し

返済期間（注）２ ４年11ヶ月 ４年３ヶ月 ３年11ヶ月 ２年７ヶ月 ３年２ヶ月

返済方式 借入金額スライドリボルビング方式

　（注）１．ノーローン（旧）、オーナーズセレクトカード（旧）及びノーローンビジネスは、新たな取り組みを中止して

おります。

２．返済期間は、各商品ごとに最長返済期間を記しております。
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（2）保険代理業

　当社の連結子会社であるエス・エル・メイプル株式会社が、生命保険及び損害保険の保険代理業を行っておりまし

たが、当社は、主力のローン事業に経営資源を集中するため、平成20年３月21日にエス・エル・メイプル株式会社の全

株式を売却いたしました。これにより、エス・エル・メイプル株式会社を連結範囲から除外いたしました。

なお、当連結会計年度末の事業系統図は以下のとおりであります。

　なお、当社は連結子会社であるパン信販株式会社（以下「パン信販」という。）を平成19年３月31日付で解散し、現

在、清算手続き中であります。
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４【関係会社の状況】

主要な関係会社の異動

  生命保険及び損害保険の保険代理事業を行っておりました連結子会社のエス・エル・メイプル株式会社につきまし

ては、当社の主力事業であるローン事業に経営資源を集中するため、平成20年３月21日付けにて当社が保有する全株式

を売却いたしました。これにより、エス・エル・メイプル株式会社を連結範囲から除外いたしました。

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有
〔被所有〕割合
（％）

関係内容

（親会社）

㈱新生銀行

 （注）１

東京都千代田区 476,296 銀行業 67.77

業務提携及び資金の

調達を行っておりま

す。

（連結子会社）

パン信販㈱

 （注）２

兵庫県姫路市 70 ローン事業 100.0

当社より資金の貸付

を行っております。

役員の兼任１名。

　（注）１．有価証券報告書の提出会社であります。

２．平成19年３月31日付で解散しており、現在、清算手続き中であります。なお、同社は平成19年11月26日に、兵庫

県姫路市へ移転いたしました。

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

ローン事業 256 (40)

全社（共通） 134 (8)

合計 390 (48)

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ47人減少しておりますが、その主な理由はローン事業に経営資源を集約

するために実施した、連結子会社であるエス・エル・メイプル株式会社の全株式を売却したことによるもの

であります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

385 (48) 35.6 10.0 5,048,366

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　当社グループに労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

①　当連結会計年度の概況

  当連結会計年度におけるわが国経済は、米国のサブプライム住宅ローン問題に端を発する世界的な景気減速や

株価下落の影響が国内経済にも波及し、原油価格の高騰や今年初めからの円高や資源高の加速も合わせ、企業業

績の停滞とこれらに伴う景気減速の懸念が強まりました。

　一方、消費者金融業界におきましては、平成18年12月に成立した「貸金業の規制等に関する法律等の一部を改正

する法律」（以下、「貸金業法」という。）が平成19年12月19日に本則施行され、行為規制の強化がなされまし

た。また、貸金業法に基づき設立された日本貸金業協会（内閣総理大臣認可）による自主規制ルールの整備など、

関係各方面で貸金業の健全な発展に向けた取り組みが大きく進展いたしました。

　このような経営環境の下、当社は、当期首より同業他社に先駆けて利息制限法内の新金利体系ビジネスモデルへ

の転換を果たし、積極的なマーケティングを推進する一方、債権ポートフォリオの再構築戦略を着実に進めてま

いりました。また、旧金利ビジネスからの脱却を目的として旧金利資産に対する貸倒引当の強化を行うとともに、

財務安定化を目的として株主割当増資を行い、増資の結果、当社は平成19年12月に新生銀行の連結子会社となり

ました。具体的な施策は次のとおりであります。

　1）新金利ビジネスへの転換

　平成19年４月より同業他社に先駆け、新規にご契約いただくお客様への貸付金利を利息制限法内の15.0～18.0％

に引き下げ、積極的なマーケティングを行いました。広告戦略につきましては、電車やバスなどの交通機関の車内

広告やインターネット上の各種広告、街頭ビジョン、ラッピングバス等によりまして、15.0～18.0％の新金利、１週

間無利息という「ノーローン」の商品特性や新生銀行グループ企業としての安心感・信頼感を積極的に訴求し

てまいりました。

  また、既にお取引いただいているお客様につきましても、再審査の上、随時、新金利での契約への切り替えを進

めてまいりました。

　2）チャネル戦略の推進

  ローコストなインターネットチャネルを強化し、積極的なインターネット広告を実施したほか、取引書面の電

子化や新たに開始した「ノーローンメールサービス」により各種キャンペーン、利用限度額の変更、返済期日の

ご案内等のサービスを拡充いたしました。

  一方、全国に展開する無人店舗のうち、採算性の低い99店舗を廃店し、効率の向上に努めました。この結果、当連

結会計年度末における無人店舗は445店舗となりました。また、ＣＤ・ＡＴＭにつきましては、当社が設置するＡ

ＴＭ446台に、提携先金融機関が保有する47,083台を加えた47,529台が利用可能となっております。

　3）債権ポートフォリオの再構築

  新金利への移行と将来的な環境変化を見据え、スコアリングモデルの精度向上と与信基準の改定を行うととも

に、債権ポートフォリオの良質化を進めてまいりました。具体的には、既存の貸付債権を新しい与信基準で再審査

のうえ、新金利でのご融資が可能なお客様の貸付債権と新金利でのご融資へ移行が困難なお客様の貸付債権（以

下、「旧金利資産」という。）に区分し、旧金利資産の圧縮を図ってまいりました。旧金利資産のお客様に対し、昨

年６月までにリボルビング貸付を停止し、約定のご返済をいただくこととしたほか、お客様の状況に応じたきめ

細かいカウンセリングを実施してまいりました。これらの施策により、平成21年度までに旧金利資産を圧縮し、債

権ポートフォリオの再構築を完了する計画であります。

　4）旧金利資産に対する引当強化

  貸倒引当金の設定基準につきましては、従来はリボルビング契約を前提に１年間の貸倒実績率に基づき設定し

ておりましたが、旧金利資産につきましては、上記のとおりリボルビング貸付を停止して債権残高を圧縮するこ

ととしたことに伴い、2007年９月の中間連結会計期間末時点で回収完了までの将来に発生が見込まれる損失を一

括して引当計上いたしました。また、あわせて足元の利息返還動向を踏まえた一部実績率の補正により利息返還

損失引当金の積み増しを行いました。これらの措置は旧金利ビジネスモデルからの完全脱却を目的に行った会計

的な備えであります。当中間連結会計期間末時点における引当金は、従来の基準よりも総額約208億円の積み増し

となりました。
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　5）株主割当増資の実施

  旧金利資産に対する引当強化等による純資産の減少に対して、財務的な安定を図るため、株主割当による新株

式発行（株主割当増資）を実施いたしました。これは、所有株式１株に対し３株の割合をもって有償（１株当た

り100円）で割当てるもので、979名の株主の方がこの株主割当増資に応じていただき、平成19年12月13日に効力

が発生いたしました。株主割当増資による調達額は8,086百万円となり、資本金は4,043百万円増加、増加後の資本

金は16,709百万円となりました。また、増資の結果、当社の筆頭株主で「その他の関係会社」であった新生銀行が、

増資前の所有株式もあわせ発行済株式総数の67.77％を所有する親会社となり、当社は新生銀行の連結子会社とな

りました。

  なお、当該株主割当増資による発行済株式数（資本金または資本組入額）及び親会社となった新生銀行の所有

株式数の推移は以下のとおりであります。

発行済株式数（資本金または資本組入額）の推移

  （ⅰ）増資前の発行済株式総数  　　70,275,415株（資本金　  12,665百万円）

  （ⅱ）増資による増加株式数 　　   80,862,863株（資本組入額 4,043百万円）

  （ⅲ）増資後の発行済株式総数 　　151,138,278株（資本金　  16,709百万円）

新生銀行の所有株式数の推移

  （ⅰ）増資前の所有株式総数 　     25,607,524株 （出資比率36.44％）

  （ⅱ）増資による応募株式数　    　76,822,572株

  （ⅲ）増資後の所有株式数 　　    102,430,096株 （出資比率67.77％）

　6）新生銀行の連結子会社となったことに伴う一般貸倒引当金の見積方法の変更

  一般債権に対する貸倒引当金につきましては、従来は、広く一般的に行われている会計実務に従い過去１年間

に発生した貸倒損失額に基づき将来の予想損失率の算定を行い、次年度１年分の貸倒損失見込額を計上しており

ました。

  しかしながら、平成19年12月13日付で新生銀行の連結子会社となり、同行の連結会計上の要請から、一般債権に

対する貸倒引当金算定方法の一部変更を行いました。これは、新生銀行が採用している金融庁「金融検査マニュ

アル（預金等受入金融機関に係る検査マニュアル）」に準拠する自己査定基準及び償却引当基準を当社にも適

用したものであります。

  これにより、一般債権に対する貸倒引当金につきましては、従来の次年度１年分の貸倒損失見込額に加え、次年

度に一般債権から個別貸倒引当対象債権となる見込額に対しましても、個別貸倒引当対象債権となることにより

必要となる貸倒引当金を上乗せして計上することとなり、結果的に一般債権に対する貸倒引当金の見積範囲が拡

大いたしました。

  以上の結果、従来基準と比較して貸倒引当金繰入額が1,504百万円増加することとなりました。

　7）関係法令等への確実な対応

  当社ではコンプライアンス態勢の充実を経営の最重要課題のひとつと捉え取り組んでおり、貸金業法をはじめ

とした関係法令、指針、各種ガイドライン、関係団体の自主規制等にも確実に対応いたしました。

  また、継続的な社員教育・研修により高い順守体制を維持していくとともに内部統制システムの充実を通じ、

金融サービス業としてお客様が安心してご利用いただけますよう質の高いサービスの提供に努めております。

　これらの結果、当連結会計年度末における営業貸付金残高につきましては、債権ポートフォリオの再構築施策の

実施により、130,623百万円と前連結会計年度末比信託した譲渡債権を含め45,938百万円（26.0％）の減少となり

ました。

  当連結会計年度の営業収益は、旧金利資産圧縮に伴う営業貸付金残高の減少と新金利ビジネスへの転換施策の

積極的な実施に伴う貸付利回りの低下により前連結会計年度に比べて12,787百万円（27.1％）減少して34,314百

万円となりました。

  利益面では、中間連結会計期間に旧金利資産圧縮に伴う貸倒引当金の一括計上と利息返還損失引当金の見直し

を実施したことから当連結会計年度の経常損失は、16,024百万円、当期純損失は17,595百万円となりました。

  また、当社単体の営業の成果につきましては、営業収益33,914百万円（前期比23.6％減）、経常損失は16,016百万

円、当期純損失は17,523百万円となりました。
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②　ローン事業の概況

　当社が展開しております主力のローン事業につきまして、当連結会計年度における営業収益は前連結会計年度

比12,713百万円（27.2%）減少し、33,965百万円となりました。

③　その他の事業の概況

　当社の連結子会社であるエス・エル・メイプル株式会社が営む損害保険・生命保険の保険代理店事業の当連結

会計年度における売上高は349百万円となりました。

　なお、当社は、主力のローン事業に経営資源を集中するため、平成20年３月21日にエス・エル・メイプル株式会

社の全株式を売却いたしました。これにより、エス・エル・メイプル株式会社はみなし譲渡日の平成20年３月31

日に連結範囲から除外いたしました。

(2)キャッシュ・フロー

  当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末から10,782百万円減

少し、10,325百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

①  営業活動によるキャッシュ・フロー

  当連結会計年度における営業活動による資金の減少は、11,379百万円（前連結会計年度は21,539百万円の増

加）となりました。これは、証券化スキームの終了に伴う営業貸付金の増加16,715百万円、預り金の減少12,368百

万円等によるためであります。

②  投資活動によるキャッシュ・フロー

  当連結会計年度における投資活動による資金の増加は、116百万円（前連結会計年度は159百万円の減少）とな

りました。これは、有形固定資産の取得による支出348百万円、無形固定資産の取得による支出725百万円があった

ものの、投資有価証券の売却による収入672百万円があったこと等によるものであります。

③  財務活動によるキャッシュ・フロー

  当連結会計年度における財務活動による資金の増加は、480百万円（前連結会計年度は21,888百万円の減少）と

なりました。これは、借入金の返済による支出は借入金による収入7,347百万円を上回ったものの、株主割当増資に

よる収入8,021百万円があったこと等によるものであります。
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(3）特定金融会社等の貸付業務等の状況

「特定金融会社等の開示に関する内閣府令」（平成11年５月19日　大蔵省令第57号）に基づく、提出会社における

貸付金の状況は次のとおりであります。

１）貸付金の種別残高内訳

件数・残高 前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

貸付種別

件数
（件）

 
残高

(百万円)

 
平均約
定金利
（％）

件数
（件）

 
残高

(百万円)

 
平均約
定金利
（％）

構成割
合(％)

構成割
合(％)

構成割
合(％)

構成割
合(％)

消費

者向

無担保           

（住宅向を除く） 170,677 89.4 69,693 72.9 25.38 197,085 87.5 82,424 69.5 22.28

有担保           

（住宅向を除く） 221 0.1 741 0.8 13.76 175 0.1 591 0.5 13.57

住宅向 － － － － － － － － － －

計 170,898 89.5 70,434 73.7 25.26 197,260 87.6 83,015 70.0 22.22

事業

者向

貸付 20,120 10.5 25,147 26.3 22.71 27,905 12.4 35,632 30.0 20.49

手形割引 － － － － － － － － － －

計 20,120 10.5 25,147 26.3 22.71 27,905 12.4 35,632 30.0 20.49

合計 191,018 100.0 95,581 100.0 24.59 225,165 100.0 118,647 100.0 21.70

　（注）　件数は口座数であり、件数、残高とも固定化営業債権を含んでおります。

なお、貸付債権の信託契約に係る劣後受益権等の残高（前事業年度43,424百万円・当事業年度12,120百万円）

は除いております。

２）資金調達内訳

借入先等

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

残高（百万円）
平均調達金利
（％）

残高（百万円）
平均調達金利
（％）

金融機関等からの借入 69,455 1.71 61,983 2.11

その他 19,800 1.59 19,800 1.59

 社債 19,800 1.59 19,800 1.59

合計 89,255 1.69 81,783 1.99

自己資本 27,011 － 17,296 －

 資本金 12,665 － 16,709 －

　（注）前事業年度に行った貸付債権の信託の合計額（当社が保有する貸付債権の信託契約に係る劣後受益権等の合計額

17,011百万円を含む）は、17,011百万円であり、当事業年度に行った貸付債権の信託の合計額（当社が保有する貸

付債権の信託契約に係る劣後受益権等の合計額1,000百万円を含む）は、1,000百万円であります。
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３）業種別貸付金残高内訳

先数・残高 前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

業種別

先数
（件）

 
残高

（百万円）

 
先数
（件）

 
残高

（百万円）

 

構成割
合(％)

構成割
合(％)

構成割
合(％)

構成割
合(％)

製造業 2,338 1.2 2,967 3.1 3,426 1.5 4,545 3.8

建設業 3,927 2.1 5,066 5.3 5,725 2.6 7,650 6.5

運輸・通信業 405 0.2 547 0.6 637 0.3 845 0.7

卸売・小売業、飲食店 7,124 3.7 8,772 9.2 9,252 4.1 11,542 9.7

金融・保険業 66 0.0 89 0.1 93 0.0 123 0.1

不動産業 397 0.2 516 0.5 623 0.3 813 0.7

サービス業 5,413 2.9 6,777 7.1 7,571 3.4 9,531 8.0

個人 170,092 89.5 70,434 73.7 196,706 87.6 83,015 70.0

その他 375 0.2 408 0.4 526 0.2 578 0.5

合計 190,137 100.0 95,581 100.0 224,559 100.0 118,647 100.0

　（注）　先数は顧客数であり、先数、残高とも固定化営業債権を含んでおります。

なお、貸付債権の信託契約に係る劣後受益権等の残高（前事業年度43,424百万円・当事業年度12,120百万円）

は除いております。

４）担保別貸付金残高内訳

受入担保の種類

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

残高（百万円）
構成割合
（％）

残高（百万円）
構成割合
（％）

有価証券 60 0.1 56 0.1

 うち株式 60 0.1 56 0.1

債権  － － － －

 うち預金 － － － －

商品 － － － －

不動産 746 0.7 589 0.5

財団 － － － －

その他 － － － －

計 806 0.8 645 0.6

保証 3,790 4.0 2,524 2.1

無担保 90,983 95.2 115,476 97.3

合計 95,581 100.0 118,647 100.0

　（注）　上記の残高は、固定化営業債権を含んでおります。

なお、貸付債権の信託契約に係る劣後受益権等の残高（前事業年度43,424百万円・当事業年度12,120百万円）

は除いております。
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５）期間別貸付金残高内訳

件数・残高 前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

期間別

件数
（件）

 
残高

（百万円）

 
件数
（件）

 
残高

（百万円）

 

構成割
合(％)

構成割
合(％)

構成割
合(％)

構成割
合(％)

　リボルビング 182,718 95.7 89,995 94.2 220,326 97.9 115,075 97.0

　１年以下 2,066 1.1 357 0.3 817 0.4 179 0.1

　１年超５年以下 3,297 1.7 1,237 1.3 1,840 0.8 666 0.6

　５年超１０年以下 2,854 1.5 3,770 3.9 2,117 0.9 2,546 2.2

１０年超１５年以下 70 0.0 158 0.2 53 0.0 126 0.1

１５年超２０年以下 11 0.0 50 0.1 11 0.0 44 0.0

２０年超２５年以下 2 0.0 12 0.0 1 0.0 9 0.0

２５年超 － － － － － － － －

合計 191,018 100.0 95,581 100.0 225,165 100.0 118,647 100.0

１件当たり平均期間 　　　　３年11ヶ月 　　　　 ４年０ヶ月

　（注）１．件数は口座数であり、件数、残高とも固定化営業債権を含んでおります。

　　　　　　なお、貸付債権の信託契約に係る劣後受益権等の残高（前事業年度43,424百万円・当事業年度12,120百万円）は除

いております。

　      ２．１件あたりの平均期間にはリボルビング契約を含んでおりません。
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２【営業実績及び調達実績】

(1）営業収益の状況

事業の種類別セグメント

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円）

ローン事業 46,678 33,965

 消費者向営業貸付金利息 19,429 16,586

  無担保ローン利息 19,304 16,500

  有担保ローン利息 124 85

 事業者向営業貸付金利息 6,542 7,665

  無担保ローン利息 6,534 7,661

  有担保ローン利息 8 4

 信託受益権分配金 19,423 8,385

 その他 1,283 1,327

その他 423 349

合計 47,102 34,314

　（注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。

(2）商品別貸付金取扱高の状況

区分

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

取扱高（百万円）
比率
（％）

取扱高（百万円）
比率
（％）

消費者向営業貸付金 245,552 66.2 96,355 66.9

 無担保ローン 245,084 66.1 96,349 66.9

 有担保ローン 467 0.1 5 0.0

事業者向営業貸付金 125,467 33.8 47,602 33.1

 無担保ローン 125,467 33.8 47,602 33.1

合計 371,019 100.0 143,957 100.0

(3）地域別貸付金残高の状況

地域別

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

金額
（百万円）

比率
（％）

金額
（百万円）

比率
（％）

消費者向営業貸付金 125,949 71.3 95,010 72.7

 北海道地区 2,783 1.6 2,007 1.5

 東北地区 12,466 7.1 8,522 6.5

 関東地区 56,152 31.8 44,265 33.9

 北陸・甲信越地区 3,488 2.0 2,704 2.1

 東海地区 8,559 4.8 6,379 4.9
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地域別

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

金額
（百万円）

比率
（％）

金額
（百万円）

比率
（％）

 近畿地区 24,780 14.0 18,733 14.3

 中国地区 5,541 3.1 3,848 2.9

 四国地区 3,186 1.8 2,206 1.7

 九州・沖縄地区 8,990 5.1 6,343 4.9

事業者向営業貸付金 50,612 28.7 35,612 27.3

 北海道地区 2,136 1.2 1,538 1.2

 東北地区 3,962 2.2 2,641 2.0

 関東地区 14,926 8.5 10,807 8.3

 北陸・甲信越地区 3,693 2.1 2,546 2.0

 東海地区 6,165 3.5 4,467 3.4

 近畿地区 8,122 4.6 5,601 4.3

 中国地区 4,164 2.4 2,907 2.2

 四国地区 1,771 1.0 1,195 0.9

 九州・沖縄地区 5,669 3.2 3,906 3.0

合計 176,562 100.0 130,623 100.0

　（注）１．金額は、貸付債権を信託したことによってオフバランスとなった営業貸付金（前連結会計年度37,588百万円・

当連結会計年度－百万円）を含めて記載しております。

２．地域別貸付金残高については、顧客住所により区分しております。
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(4）商品別貸付金残高の状況

区分

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

件数
（件）

金額
（百万円）

比率
（％）

件数
（件）

金額
（百万円）

比率
（％）

消費者向営業貸付金 274,700 125,949 71.3 225,136 95,010 72.7

 無担保ローン 274,492 125,225 70.9 224,983 94,476 72.3

 有担保ローン 214 723 0.4 256 534 0.4

事業者向営業貸付金 37,704 50,612 28.7 27,840 35,612 27.3

 無担保ローン 37,696 50,547 28.6 27,832 35,557 27.2

 有担保ローン 9 65 0.1 9 55 0.1

合計 312,373 176,562 100.0 252,964 130,623 100.0

　（注）１．件数は顧客数であり、一部の顧客については、複数の商品を利用しているため、各区分の件数の合計は合計件

数に一致しておりません。

２．金額は、貸付債権を信託したことによってオフバランスとなった営業貸付金（前連結会計年度37,588百万円

・当連結会計年度－百万円）を含めて記載しております。

①　営業貸付金残高の状況

イ．利率別残高

区分

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

件数
（件）

金額
（百万円）

比率
（％）

件数
（件）

金額
（百万円）

比率
（％）

消費者向営業貸付金 274,700 125,949 71.3 225,136 95,010 72.7

 １０％未満 23,001 5,913 3.3 28,061 7,774 5.9

 １０％以上　　　２０％未満 1,275 1,274 0.7 52,146 24,079 18.4

 ２０％以上　　　３０％未満 250,471 118,761 67.3 144,950 63,157 48.4

事業者向営業貸付金 37,704 50,612 28.7 27,840 35,612 27.3

 １０％未満 3,595 2,614 1.5 4,560 3,444 2.6

 １０％以上　　　２０％未満 1,238 1,986 1.1 6,606 11,090 8.5

 ２０％以上　　　３０％未満 32,872 46,011 26.1 16,675 21,078 16.2

合計 312,373 176,562 100.0 252,964 130,623 100.0

　（注）　複数の商品を利用している顧客については、利率の区分がまたがることもあり、各区分の件数の合計は合計件数

に一致しておりません。
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ロ．１件当たりの貸付金額別残高

区分

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

件数
（件）

金額
（百万円）

比率
（％）

件数
（件）

金額
（百万円）

比率
（％）

消費者向営業貸付金 274,700 125,949 71.3 225,136 95,010 72.7

 50万円以下 199,493 54,657 30.9 171,992 45,248 34.6

 50万円超　　100万円以下 65,326 52,789 29.9 45,355 35,783 27.4

 100万円超　　200万円以下 8,993 15,881 9.0 7,350 12,659 9.7

 200万円超　　300万円以下 635 1,530 0.9 306 724 0.5

 300万円超　　400万円以下 160 551 0.3 75 252 0.2

 400万円超　　500万円以下 51 225 0.1 27 120 0.1

 500万円超 42 314 0.2 31 220 0.2

事業者向営業貸付金 37,704 50,612 28.7 27,840 35,612 27.3

 50万円以下 8,027 2,245 1.3 6,380 1,717 1.3

 50万円超　　100万円以下 7,010 5,376 3.1 5,387 4,108 3.2

 100万円超　　200万円以下 17,290 28,253 16.0 12,009 18,935 14.5

 200万円超　　300万円以下 5,368 14,667 8.3 4,055 10,790 8.3

 300万円超　　400万円以下 3 11 0.0 4 14 0.0

 400万円超　　500万円以下 1 4 0.0 1 4 0.0

 500万円超 5 54 0.0 4 41 0.0

合計 312,373 176,562 100.0 252,964 130,623 100.0

　（注）　件数は顧客数であり、一部の顧客については、両者を利用しているため、各区分の件数の合計は合計件数に一致し

ておりません。
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②　事業者向営業貸付金の業種別残高の状況

業種別

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

件数
（件）

金額
（百万円）

比率
（％）

件数
（件）

金額
（百万円）

比率
（％）

建設業 7,751 10,840 21.4 5,722 7,647 21.5

製造業 4,581 6,359 12.6 3,426 4,545 12.7

卸売・小売業 12,858 16,806 33.2 9,245 11,532 32.4

金融・保険業 125 185 0.4 93 123 0.3

不動産業 808 1,101 2.2 622 810 2.3

運輸・倉庫業 816 1,137 2.2 636 843 2.4

サービス業 10,097 13,422 26.5 7,570 9,529 26.8

農林・漁業 338 428 0.8 236 295 0.8

鉱業 33 40 0.1 24 35 0.1

その他 297 291 0.6 266 247 0.7

合計 37,704 50,612 100.0 27,840 35,612 100.0

③　消費者向無担保ローンの商品タイプ別残高の状況

商品タイプ別

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

件数
（件）

金額
（百万円）

比率
（％）

件数
（件）

金額
（百万円）

比率
（％）

店頭来店型 243,103 110,337 88.1 196,945 80,643 85.4

非来店型 31,537 14,887 11.9 28,127 13,832 14.6

合計 274,492 125,225 100.0 224,983 94,476 100.0

（注）　件数は顧客数であり、一部の顧客については、両方の商品タイプを利用しているため、各区分の件数の合計は合

計件数に一致しておりません。

④　消費者向無担保ローンの顧客の状況

イ．年齢層別構成比（口座数）

年齢層別
24才以下
（％）

25～29才
（％）

30～34才
（％）

35～39才
（％）

40～49才
（％）

50才以上
（％）

合計
（％）

前連結会計年度

（平成19年３月31日）
5.5 12.4 15.5 15.4 22.8 28.4 100.0

当連結会計年度

（平成20年３月31日）
5.6 12.1 15.0 15.7 23.5 28.1 100.0

ロ．性別構成比（口座数）

性別

男性 女性
合計
（％）独身

（％）
既婚
（％）

計
（％）

独身
（％）

既婚
（％）

計
（％）

前連結会計年度

（平成19年３月31日）
37.7 28.7 66.4 13.8 19.8 33.6 100.0

当連結会計年度

（平成20年３月31日）
39.1 28.8 67.9 13.8 18.3 32.1 100.0
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⑤　消費者向有担保ローンの顧客の状況

イ．年齢層別構成比（口座数）

年齢層別
20～24才
（％）

25～29才
（％）

30～34才
（％）

35～39才
（％）

40～49才
（％）

50才以上
（％）

合計
（％）

前連結会計年度

（平成19年３月31日）
－ 1.0 3.4 4.0 25.1 66.5 100.0

当連結会計年度

（平成20年３月31日）
－ 1.3 3.9 3.9 19.3 71.6 100.0

ロ．性別構成比（口座数）

性別

男性 女性
合計
（％）独身

（％）
既婚
（％）

計
（％）

独身
（％）

既婚
（％）

計
（％）

前連結会計年度

（平成19年３月31日）
18.2 63.1 81.3 7.5 11.2 18.7 100.0

当連結会計年度

（平成20年３月31日）
16.1 67.1 83.2 5.2 11.6 16.8 100.0

(5）１店舗当たり及び従業員１人当たりの貸付金残高

区分

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円）

１店舗当たり貸付金残高 176,562 130,623

従業員１人当たり貸付金残高 671 510

　（注）１．金額は、貸付債権を信託したことによってオフバランスとなった営業貸付金（前連結会計年度37,588百万円・

当連結会計年度－百万円）を含めて記載しております。

２．１店舗当たり貸付金残高は、全貸付残高を記載しております。

３．従業員１人当たり貸付金残高は、前連結会計年度末262名（ローン事業は当社及び連結子会社１社において

のみ実施しておりますので、２社の従業員数）、当連結会計年度末256名（ローン事業は当社及び連結子会社

１社においてのみ実施しておりますので、２社の従業員数）で算出しております。
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(6）調達実績

区分

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

期首残高
（百万円）

調達額
（百万円）

返済額
（百万円）

期末残高
（百万円）

調達額
（百万円）

返済額
（百万円）

期末残高
（百万円）

都市銀行 14,630 11,600 7,340 18,890 47,000 38,280 27,610

長期信用銀行 214 － 214 － － － －

信託銀行 1,384 － 804 580 － 400 180

地方銀行 16,818 1,500 5,809 12,508 － 4,082 8,426

第二地方銀行 21,891 2,972 7,755 17,108 800 5,682 12,226

外国銀行 2,100 5,000 4,100 3,000 1,000 3,000 1,000

信用組合 1,557 1,000 1,019 1,538 － 672 866

県信連 12,960 500 2,425 11,035 － 2,140 8,895

保険会社 2,803 500 882 2,420 － 1,060 1,360

事業会社 8,852 － 6,477 2,374 － 955 1,419

合計 83,210 23,072 36,828 69,455 48,800 56,272 61,983

　（注）株式会社あおぞら銀行は、平成18年４月１日に普通銀行に転換しておりますが、前連結会計年度における同行との

取引は、長期信用銀行に含めて記載しております。

３【対処すべき課題】

  消費者金融業界におきましては、貸金業法の施行とこれに伴う関係各方面の新たな規制の実施や実務の変更がなさ

れました。また、今後さらに、貸付上限金利の引き下げや融資金額の総量規制（年収の３分の１を超える貸付の原則禁

止）の実施を含む貸金業法の完全施行が予定されるなど、業界を取り巻く環境の大きな変革が進んでおります。

　このような状況の下で当社は、親会社である新生銀行との連携をさらに強化し、以下の４つの事業戦略を重要課題と

してとらえ取り組んでおります。

　① 積極的なマーケティングによる新金利ビジネスの展開加速

　② 債権ポートフォリオの再構築

　③ ローコストオペレーションの追求

　④ 内部統制システムとコンプライアンス態勢の充実

　具体的な施策といたしましては、マーケティングでは新生銀行グループとしての安心・安全・信頼のブランドを積

極的に訴求し、昨年４月より移行した利息制限法内の新金利体系ビジネスをさらに本格的に展開いたします。また、新

金利資産の積み上げと旧金利資産の圧縮により債権ポートフォリオの再構築を確実に進めてまいります。ローコスト

オペレーション体制の整備に向けては、インターネットチャネルを強化する一方、引き続き稼働率の低い無人店舗の

見直しなどにより業務効率化を不断に進めてまいります。

　今後の貸金業法の完全施行に向けては、総量規制に対応する与信基準の整備、指定信用情報機関制度と貸金業取扱主

任者制度へも確実に対応し、コンプライアンス態勢の強化や内部統制システムの充実を通じ、金融サービス業として

お客様への質の高いサービスの提供に努めるとともに、新生銀行グループ企業としてのブランド力向上を図ってまい

ります。
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４【事業等のリスク】

　当社グループの事業、業績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性があると考えられる主要な事項には、以下のようなも

のがあります。当社グループといたしましては、これらのリスクを認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に

努める方針でありますが、以下の記載がリスクのすべてを網羅するものではありません。

　なお、文中における将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。

１．法的規制等について

  当社グループのローン事業（消費者金融業及び事業者金融業）は、「貸金業法」及び「出資の受入れ、預り金及

び金利等の取締りに関する法律（以下「出資法」という。）」の適用を受けております。

(1)貸付金利の規制に伴うリスク

　現在、「出資法」の貸付上限金利は年29.2％であります。一方、「利息制限法」第１条第１項では、金銭を目的とす

る消費貸借上の利息の契約は、利息の最高限度（元本が10万円未満の場合年20％、10万円以上100万円未満の場合年

18％、100万円以上の場合年15％により計算した金額）の超過部分について無効とするとされておりますが、同条第

２項により債務者が当該超過部分を任意に支払ったときは、その返還を請求することができないとされておりま

す。当社グループの貸出金利は、「利息制限法」に基づく上限金利を超える部分がありますが、「貸金業法」第43条

で、当該超過部分について債務者が利息として任意に支払ったこと、同法第17条に定める書面を契約時に遅滞なく

交付していること、同法第18条に定める受取証書を弁済時直ちに交付していること等の要件をすべて充足している

場合には、「利息制限法」第１条第１項の規定にかかわらず、有効な利息債務の弁済とみなす（以下「みなし弁

済」という。）とされております。しかしながら、平成18年１月最高裁において、返済が遅れた場合の期限の利益喪

失条項が事実上「利息制限法」の上限金利を越える部分の支払い強制にあたるとして「貸金業法」第43条の任意

性要件について厳格な判決が示されて以降、かかる超過利息の返還を求められる事例が急増いたしました。

　当社グループは、当中間連結会計期間において足元の利息返還動向を踏まえた一部実績率の補正により、合理的か

つ保守的に利息返還損失引当金の積み増しを行いましたが、今後の環境の変化等で想定を超える返還が必要となっ

た場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2)貸金業法施行について

　平成18年12月に成立した「貸金業法」が平成19年12月19日に本則施行されました。この法律は、多重債務問題の解

決を主な目的とし、①「出資法」の上限金利を利息制限法の水準まで引き下げること（法施行後２年半以内施

行）、②過剰貸付の抑制のために総量規制を導入し、自社による貸付が50万円を超える場合、または、他の業者の貸

付との合計残高が100万円を超える貸付の場合には、年収等の資料の取得を義務づけるとともに、総借入残高が年収

の３分の１を超える貸付など返済能力を超えた貸付を禁止すること（法施行後２年半以内施行）などの規制強化

を主な内容としています。

　当社グループといたしましては、平成19年４月より新金利ビジネスに転換し債権ポートフォリオの良質化へ向け

て、優良顧客層に向けたマーケティング戦略の実施、与信基準の厳格化やオペレーションコストの削減などにより

対応してまいりますが、これらの施策の効果が不十分であった場合には、当社グループのローン事業及び業績に影

響を及ぼす可能性があります。

(3)貸金業法の業務規制に伴うリスク

　貸金業を営む当社グループは「貸金業法」の適用により、「貸金業の適正化」として、各種の業務規制を受けてお

ります。主な内容としては、「取立て行為規制」、「勧誘規制」、「日本貸金業協会における自主規制」「規制違反

に対する業務改善命令をはじめとする行政処分」、等があります。

　特に、「業務改善命令」については、「貸金業者の業務の運営に関し、資金需要者等の利益の保護を図るため必要

があると認めるときは、その必要の限度において、業務の方法の変更その他業務の運営の改善に必要な措置を命じ

ることができる」とされており、これまでにもあった業務停止処分よりも機動的に発出される可能性があります。

これらの規制を遵守できなかった場合、業務の全部または一部の停止命令も含めた行政上の措置により、当社グ

ループの活動が制限される可能性があります。また、貸金業法に基づき設立された日本貸金業協会（内閣総理大臣

認可）は強力な自主規制機関となり、自主規制基本規則の実効性を高めるため、協会員に対する調査・監査権限並

びに強い制裁権限が付与されています。
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　また、金融庁の「監督指針」及び日本貸金業協会の「自主規制基本規則」により、平成19年12月19日から上記(2)記

述の総量規制の施行を見据えた適切な対応が求められ、自社借入が50万円を超える場合または他社借入を合わせ残

高が150万円を超えることを確認した場合には、年収額を証明する書類を徴求すること、また、１ヶ月の返済総額が、

既往借入額がある場合、当該借入れに対する返済額と自社で貸付けようとする額に対する返済額の合算額が、原則

として顧客等の月間収入額の３分の１または年収額の36分の１を超えないものとするなど、資金需要者等の収入額

・返済能力を調査・検証する態勢の整備が求められております。

　なお、「貸金業法」において、平成19年12月19日の施行から１年半以内に「指定信用情報機関制度」「貸金業務取

扱主任者資格試験制度」等が創設されます。さらに、施行から２年半以内に「出資法上限金利の引き下げ」「総量

規制」が実施されます。

　当社グループといたしましても、与信・回収行為等についての厳格な自主ルールを整備するとともに、定期的な社

員研修による徹底と意識向上を図りコンプライアンス態勢の充実に努めております。 

　しかしながら、関係法令、指針、ガイドライン、自主規制基本規則の更なる改正により、当社グループの業務が制限

された場合、当社グループのローン事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4)その他の法律による影響について

個人情報の保護に関する法律（以下、「個人情報保護法」という。）及び「犯罪による収益の移転防止に関する

法律」（以下、「犯罪収益移転防止法」という。）について

　当社グループ各社は同法における個人情報取扱事業者に該当しております。当社グループは、「個人情報保護宣

言」及び「個人情報の安全管理措置に関する基本方針」として公表しておりますとおり、個人情報の保護に関し

万全の措置を講じておりますが、万一、不正アクセス、紛失、破壊、改ざん及び漏えいなどの事態が生じた場合や同

法の規定または監督官庁の制定するガイドラインに違反した場合は、同法に基づく勧告、命令、罰則処分や監督官

庁からの行政処分を受ける可能性があります。これにより当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

　また、平成20年３月１日に、「本人確認法」が廃止され、犯罪収益移転防止法が施行されました。マネー・ローン

ダリング防止を目的に、顧客の本人確認と取引記録等の保存、疑わしい取引の届出等を内容とするものであり、金

融機関等の顧客管理体制の整備促進がより一層求められており、当社グループも同法に則った業務を行っており

ます。 

　これらの法令がさらに改正された場合、または、当社グループの事業に影響を与える新たな法令等が施行された

場合には、当社グループの事業活動及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

　なお、当社は、平成18年６月19日に個人情報の取り扱い及びセキュリティについて、財団法人日本情報処理開発

協会（ＪＩＰＤＥＣ）より「プライバシーマーク」付与の認定を受けました。プライバシーマークは日本工業規

格「ＪＩＳ Ｑ 15001個人情報保護マネジメントシステム―要求事項」に適合して、個人情報について適切な保

護措置を講ずる体制を整備している事業者を認定する制度であります。当社といたしましては、認定取得後もさ

らに社内の意識を高め、個人情報の取り扱いに対する情報セキュリティの更なる向上に努めております。
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２．資金調達について

(1)調達の方針

　当社グループは、資金調達方法の多様化、調達先の分散化により、安定した資金確保とともに、調達コストの低減を

図っております。また、金融環境の変化に応じて、機動的に調達構成のバランスも見直しております。 

(2)金利変動リスク

　調達金利は市場環境その他により変動することがあります。一方で、当社グループの貸出の上限金利は「出資法」

の規定により年29.2％を上回ることはできず、さらに「貸金業法」で出資法上限金利の引き下げが予定されており

ます。従って、有利子負債については、経済情勢、市場環境等を見極めながら、長期固定金利での調達を中心に、一部

金利スワップ等により、金利変動等による影響の軽減を図っております。 

　しかしながら、将来の金利上昇によっては当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3)資金調達状況

　当社グループでは、営業活動を支える資金の調達にあたって、調達の安定化と資金コストの低減を目指しておりま

す。当社の資金調達は、金融機関等からの間接調達と、社債、コマーシャルペーパー、営業貸付金の証券化による資本

市場からの直接調達とで構成されております。間接調達先は、都市銀行、信託銀行、地方銀行、県信連、生損保及びノ

ンバンクなどへの分散を図っております。

　また、１．事業等の概要（１）業績、①当連結会計年度の概況に記載のとおり、株主割当による新株式発行（株主

割当増資）を実施し、8,086百万円を調達いたしました。

　今後において、金融環境の変化などから金融機関の貸出姿勢が変わった場合には、現在と同条件での資金調達が困

難となり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　なお、当社は株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ）より格付を取得しております。株主割当増資を決議した平成19年

９月13日付けで、増資計画の状況等の見極めが必要として長期優先債務格付が「ＢＢＢ－」から「ＢＢ＋」へ、国

内ＣＰ格付が「Ｊ－２」から「Ｊ－３」にそれぞれ１ノッチ引き下げられましたが、増資完了後の平成19年12月25

日に再び同格付けは「ＢＢＢ－」、「Ｊ－２」に改定されております。今後も格付の引き上げに繋げるべく業績の

向上に努めてまいります。

３．マーケットについて

(1)マーケット環境について

①　景気変動に係るリスクについて

　当連結会計年度におけるわが国経済は、米国のサブプライム住宅ローン問題に端を発する世界的な景気減速や

株価下落の影響が国内経済にも波及し、原油価格の高騰や今年初めからの円高や資源高の加速も合わせ、企業業

績の停滞とこれらに伴う景気減速の懸念が強まりました。

　今後、金利の上昇による企業業績の悪化や、個人消費の伸び悩みなどで景気が後退する場合は、当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。

②　貸倒れの増加リスクについて

　貸倒償却の要因の一つである自己破産は、当連結会計年度においては、景気の回復が見られる中、有効求人倍率

の上昇や完全失業率の低下などにより、件数・償却額ともに減少いたしました。

　しかしながら、今後、景気後退などで再び自己破産件数が増加に転ずる場合は、貸倒償却額の増加により当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、同業他社が法改正と市場変化を想定し、一斉に貸し渋りや回収を強化した場合、消費者金融市場において

クレジットクランチが生じ、自己破産の増加などで貸倒償却額が増加することにより、当社グループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。

③　新規顧客獲得の影響について

　消費者金融業界においては、競合の激化や慎重な与信スタンスにより、主要企業の多くにおいて新規顧客の獲得

数が伸び悩んでおります。当社といたしましては、平成19年４月より「ノーローン」を新規にご契約いただくお

客様への貸付金利を年15.0％～18.0％まで大幅に引き下げ、金利競争力を高めた商品を提供しているほか、ＩＴの

活用等による契約チャネルの拡充による利便性の向上、広告展開などを通じ、マーケティングの強化を図ってお

ります。しかしながら、今後、新規顧客獲得が進まず、計画する貸付金残高の確保ができない場合は、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(2)マーケットの競合に係るリスクについて

　消費者金融業界におきましては、「貸金業法」の成立・施行による各種規制強化等の影響から、大手を含む消費者

金融会社の事業撤退や経営破綻、再編などが進み、業界内勢力に変化が生じております。さらに、業態間の垣根が低

くなり、消費者金融会社に加え、信販会社やカード会社、銀行が消費者金融市場に集中することとなり、競争が激化

する可能性があります。

　また、これまでの大手消費者金融会社との貸出シェア競争に代わり、優良顧客層の囲い込み競争と信用力の低い顧

客層からの回収競争など信用リスク戦略に基づく競争が激化する可能性があります。

　当社では、新生銀行グループの消費者金融会社として優良顧客層に向けた積極的なマーケティングを推進してま

いりますが、今後の競合状況によっては当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

４．情報ネットワークシステム、インターネットサービス等または技術的システムに生ずる混乱、故障、その他の損害に

ついて

　当社グループは、業務を管理・運営するために、内部及び外部の情報及び情報技術システムに依存しております。当

社グループが使用するハードウェア及びソフトウェアは、人為的過誤、停電、コンピュータウィルス及びこれに類する

事象などにより、損害や中断等の悪影響を被る可能性があります。また、電話会社及びインターネットプロバイダー等

の第三者からのサポートサービスの中断等によっても悪影響を被る可能性があります。

　当社グループは、事業の継続に大きな影響を与える自然災害や火災、事故等の発生に対応すべく、事業継続規程にて

基本方針を定め、ルール整備、インフラ整備、トレーニング計画等の仕組の構築を進めております。なおこの一環とし

て、すでにバックアップデータセンターを設置しております。しかしながら、想定を超える大規模な自然災害が発生し

た場合などには、当社グループの事業の中断を余儀なくされる可能性があります。

５．資産リスクについて

　当社グループが保有する固定資産につきまして、今後想定以上の不動産価格の下落等が生じた場合には、減損処理が

必要となり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

６．新生銀行との業務・資本提携による影響について

　当社は、新生銀行との間で業務提携契約を締結しており、また、同行の連結子会社であります。

　当社は、新生銀行との協力関係強化を図りながら、業務基盤の強化・拡大に努めておりますが、一方、今後、銀行法そ

の他法令の改正等により、当社グループの業務が制限された場合は、当社グループの事業活動及び業績に影響を及ぼ

す可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

(1)株式会社新生銀行との業務提携契約

 ①  契約締結日

   平成14年３月15日

 ②  契約期間

   契約締結日から10年間

 ③  提携の目的

　この業務提携契約は、当社が消費者金融会社として安定的な成長を成し遂げるために、両社が協力して取り組

んでいくことを主な目的としております。

　当社は、この業務提携を通じて、新生銀行が有する与信、ポートフォリオマネジメントなどのノウハウ・技術等

を活用するとともに、新生銀行グループのコンシューマーアンドコマーシャルファイナンス事業との連携強化

を図ることにより、業務基盤の強化・拡大を図っております。

(2)当社と兄弟会社（親会社である株式会社新生銀行の連結子会社）の昭和リース株式会社との株式譲渡契約

 ①  契約締結日

   平成20年３月21日

 ②  株式譲渡日

   平成20年３月21日

 ③  株式譲渡の内容

　当社の連結子会社であるエス・エル・メイプル株式会社の発行済み普通株式全株式を昭和リース株式会社に

譲渡いたしました。

　売却価格 　　69 百万円

　売却株数 　 400 株 

 ④  株式譲渡の理由

　当社が想定していたエス・エル・メイプル株式会社の保険顧客群に対する事業者ローンのマーケティングの

展開が見込めないこと、及び事業構造の変革を推進する中、ローン事業への経営資源の集中が必要であることに

よるものであります。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

シンキ株式会社(E03714)

有価証券報告書

 25/122



７【財政状態及び経営成績の分析】

 文中における将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。

(1）財政状態の分析

   当連結会計年度末における財政状態は、前連結会計年度末に比べ、総資産は17,980百万円減少の134,213百万円、

自己資本は9,787百万円減少の17,121百万円となり、自己資本比率は、4.9％減少し、12.8％となりました。

   各項目の増減内容は次のとおりであります。

①　流動資産

　当連結会計年度末における流動資産の残高は、121,868百万円となり、前連結会計年度末に比較して15,983百万円

減少いたしました。現預金が10,782百万円減少したこと、営業貸付金が8,350百万円減少したこと等が主な要因で

あります。

②　固定資産

　当連結会計年度末における固定資産の残高は、12,345百万円となり、前連結会計年度末に比較して1,967百万円減

少いたしました。有形固定資産が店舗の統廃合等により755百万円の減少、無形固定資産がのれんの償却、電話加

入権の減損等により450百万円の減少、投資その他の資産が投資有価証券の売却等により761百万円の減少といず

れも減少いたしました。

③　繰延資産

　前連結会計年度末に残高があった社債発行費30百万円の償却が完了したため、当連結会計年度末における繰延

税金資産の残高はなくなりました。

④　流動負債

　当連結会計年度末における流動負債の残高は49,339百万円となり、前連結会計年度末に比較して7,917百万円増

加いたしました。証券化の早期償還完了に伴う預り金の減少はありましたが、短期借入金が8,000百万円増加した

こと、１年内償還予定の社債が14,900百万円増加したこと等が主な要因であります。

⑤　固定負債

　当連結会計年度末における固定負債の残高は67,753百万円となり、前連結会計年度末に比較して16,111百万円減

少いたしました。新生銀行連結子会社化に伴う会計方針の変更による貸倒引当金から利息返還損失引当金への振

替13,736百万円はありましたが、社債が14,900百万円減少したこと、長期借入金が13,004百万円減少したこと等、資

金調達残高の縮小が主な要因であります。

⑥　純資産

　当連結会計年度末における純資産の残高は、17,121百万円となり、前連結会計年度末に比較して9,787百万円減少

いたしました。株主割当増資による資本金及び資本準備金の増加8,086百万円はありましたが、利益剰余金が

17,597百万円減少したこと等が主な要因であります。

EDINET提出書類

シンキ株式会社(E03714)

有価証券報告書

 26/122



(2）経営成績の分析

①　営業収益

　当連結会計年度における営業収益は、前連結会計年度比12,787百万円減少し、34,314百万円となりました。これ

は、旧金利資産圧縮に伴う営業貸付金残高の縮小と新金利ビジネスへの転換施策の積極的な実施に伴う貸付利回

りの低下等が主な要因であります。

②　営業費用

　当連結会計年度における営業費用は、前連結会計年度比119百万円減少し、1,555百万円となりました。これは、有

利子負債の減少に伴う金融費用の減少が要因であります。

③　営業総利益

　営業収益から営業費用を差引いた当連結会計年度における営業総利益は、前連結会計年度比12,668百万円減少

し、32,758百万円となりました。

④　販売費及び一般管理費

　当連結会計年度における販売費及び一般管理費は、前連結会計年度比17,920百万円減少し、48,568百万円となり

ました。貸倒損失、貸倒引当金繰入額、利息返還損失引当金繰入額の合計額である償却関連費用が、対連結会計年

度比13,223百万円減少した他、ローコストオペレーション体制が浸透し、償却関連費用以外の費用でも対連結会計

年度比4,697百万円減少しております。

⑤　営業利益

　営業総利益から販売費及び一般管理費を差引いた当連結会計年度における営業利益は、前連結会計年度比5,252

百万円改善したものの、15,809百万円の損失となりました。

⑥　営業外収益

　当連結会計年度における営業外収益は、前連結会計年度比48百万円減少し、189百万円となりました。

⑦　営業外費用

　当連結会計年度における営業外費用は、前連結会計年度比105百万円減少し、404百万円となりました。

⑧　経常利益

　営業損失に営業外収益を加え、営業外費用を差引いた当連結会計年度における経常利益は、前連結会計年度比、

5,308百万円改善したものの、16,024百万円の損失となりました。

⑨　特別利益

　当連結会計年度における特別利益は、前連結会計年度比628百万円減少し、254百万円となりました。

⑩　特別損失

　当連結会計年度における特別損失は、前連結会計年度比13,384百万円減少し、778百万円となりました。

⑪　税金等調整前当期純利益

　経常利益に特別利益を加えて特別損失を差引いた当連結会計年度における税金等調整前当期純利益は、前連結

会計年度比18,064百万円改善したものの、16,549百万円の損失となりました。

⑫　法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額

　当連結会計年度における法人税、住民税及び事業税並びに法人税等調整額は、前連結会計年度比3,704百万円減少

し、1,046百万円となりました。これは、当連結会計年度末において、繰延税金資産（純額）を1,368百万円取崩した

ためであります。

⑬　当期純利益

　税金等調整前当期純利益から、法人税、住民税及び事業税並びに法人税等調整額を差引いた当期純利益は、前連

結会計年度比21,768百万円改善したものの、17,595百万円の損失となりました。
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(3）資本の財源及び資金の流動性

①　資金調達の方針

　当社では、営業活動を支える資金の調達にあたって、調達コストの低減、調達の安定化を常時念頭においており、

さらに近時は金利上昇リスク回避のため長期固定調達の推進を図っております。

　当社の資金調達は、金融機関からの借入による間接金融と、社債、コマーシャルペーパー、営業貸付金の証券化に

よる資本市場からの直接調達で構成されております。

  間接調達の借入先は、安定調達の観点から、都市銀行、信託銀行、地方銀行、県信連、外国銀行及びノンバンクな

ど分散を図っております。

　直接調達は、社債、コマーシャルペーパーによるものと営業貸付金の証券化による方法に分かれます。近時は間

接調達・直接調達において長期固定調達の推進に加えて、無担保調達の推進を図っております。

②　流動性の確保

　当社では、十分な資金の流動性を確保するために、ある時点における現金及び預金の水準を、原則としてその時

点から３ヶ月を目安に、その間に期日到来する短期有利子負債の返済額及び営業貸付金の拡大などにより必要と

なる増加運転資金の合計金額以上とすることにしております。

　また、株式会社新生銀行との間で25,000百万円の当座貸越契約を締結しており、これらによって金融市場の一時

的な混乱などにより発生する不測の事態に備えております。

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

  当社グループの主力事業である消費者金融業界におきましては、貸金業法の施行により「出資法」の上限金利が

利息制限法の水準まで引き下げることや過剰貸付の抑制のための総量規制の導入、日本貸金業協会における自主規

制などを含めた各種規制が強化されることとなっております。今後、各社の与信スタンスの変更や市場規模の変化

から、更なる競合の激化や与信環境の変化の可能性があります。

(5) 経営戦略について

  当社グループの主力事業が属する消費者金融業界におきましては、法改正により上限金利の引下げや各種規制が

強化されることとなっており、市場環境の変化に伴う競争の激化など予断を許さない状況が続いております。

  こうした中で、「新たな消費者ローン市場におけるチャレンジャーとして存在感を示す」ことを目指し、無担保

ローンマーケットにおける取引シェア拡大に努めてまいります。このような状況の下で当社は、親会社である新生

銀行との連携をさらに強化し、以下の４つの事業戦略を重要課題として捉え取り組んでおります。

　 ① 積極的なマーケティングによる新金利ビジネスの展開加速

 ② 債権ポートフォリオの再構築

 ③ ローコストオペレーションの追求

 ④ 内部統制システムとコンプライアンス態勢の充実

  具体的な施策といたしましては、マーケティングでは新生銀行グループとしての安心・安全・信頼のブランド

を積極的に訴求し、昨年４月より移行した利息制限法内の新金利体系ビジネスをさらに本格的に展開いたしま

す。また、新金利資産の積み上げと旧金利資産の圧縮により債権ポートフォリオの再構築を確実に進めてまいり

ます。ローコストオペレーション体制の整備に向けては、インターネットチャネルを強化する一方、引き続き稼働

率の低い無人店舗の見直しなどにより業務効率化を不断に進めてまいります。

  今後の貸金業法の完全施行に向けては、総量規制に対応する与信基準の整備、指定信用情報機関制度と貸金業

取扱主任者制度へも確実に対応し、コンプライアンス態勢の強化や内部統制システムの充実を通じ、金融サービ

ス業としてお客様への質の高いサービスの提供に努めるとともに、新生銀行グループ企業としてのブランド力向

上を図ってまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

  当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の設備投資の総額は約409百万円であり、その主

なものは、ローン事業におけるＡＴＭ等入替工事に伴うものであります。

２【主要な設備の状況】

　平成20年３月31日現在における当社グループの主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別　　　
セグメントの名

称
設備の内容

事業所名
（所在地）

帳簿価額
従業
員数
（名）

建物及び
構築物
（百万円）

土地
（百万円）

(面積㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

ローン事業 営業店舗

カスタマーサービスセンター

（東京都豊島区）

コミュニケーションセンター

（東京都豊島区）

契約センター

（東京都八王子市）

文書管理センター

（兵庫県姫路市）

無人店舗 445支店

（全国主要都市）

2,007
3,739

(13,277.07)
429 6,175

256

[40]

全社

（共通）

本社
本社

（東京都新宿区）
22 － 240 262

129

[8]

駐車場他
賃貸物件他

（兵庫県姫路市）
40

713

(105,957.59)
1 756 －

　（注）１．［　］内の数字は臨時従業員数を示し、外書で記載しております。

２．帳簿価額のうち「その他」は、器具備品であります。なお、金額には消費税等を含めておりません。

３．上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。

事業の種類別セグメントの　　
名称

設備の内容 土地面積
年間賃借及びリース料

（百万円）
摘要

ローン事業
営業店舗

通信機器及び電子計算機
－

1,359

578

賃借

リース

全社（共通）
事務所

通信機器及び電子計算機
－

211

66

賃借

リース

(2）国内子会社

　主要な設備につきましては、該当事項はありません。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、主としてローン事業を行っており、設備投資については、景気予測、業界動

向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

　当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。

（1）重要な設備の新設等

　　　提出会社

事業部門等の名称 設備等の内容・目的
投資予定額（百万円）

資金調達方法
総額 既支払額

ローン事業部門 電話交換機・ＯＡ／ＩＴ機器等リプレース 331 － 自己資金

　　 （注）上記金額には、消費税等を含んでおりません。

（2）重要な設備の除却等

　　　提出会社

事業部門等の名称 除却設備等の内容 除却金額（百万円）
着手及び完了予定年月

着手（予定） 完了(予定）

ローン事業部門 一部無人店舗閉店 211 平成20年６月 平成20年12月
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 281,110,000

計 281,110,000

（注）平成20年６月26日の定時株主総会において定款変更が承認され、同日、発行可能株式総数は323,440,000株増加し、

604,550,000株となりました。

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 151,138,278 151,138,278
東京証券取引所

（市場第一部）
－

計 151,138,278 151,138,278 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成16年10月８日

（注）１
25,247 70,277 7,649 12,665 7,649 13,133

平成19年９月13日

（注）２
△2 70,275 － 12,665 － 13,133

平成19年12月13日

（注）３
80,862 151,138 4,043 16,709 4,043 17,176

（注）１．転換社債の転換権行使によるものであります。

２．自己株式の消却によるものであります。

３．有償株主割当　 （１）割当比率　　　１株につき３株の割合

（２）発行価額　　　１株につき　　 100円

（３）資本組入額　　１株につき　　  50円

（４）発行新株式数（発行価額）

①発行新株式数　210,826千株（21,082百万円）

②申込株式数　　 80,862千株（ 8,086百万円）

③失権株式数　　129,963千株（12,996百万円）

（５）増資による発行済株式数

①増資による増加株式数　　 80,862千株（資本組入額4,043百万円）

②増資後の発行済株式総数　151,138千株（資本金　 16,709百万円）

４．会社法第448条第１項の規定に基づき、次のとおり資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振替えました。

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成20年５月30日 － 151,138 － 16,709 △15,938 1,237

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株

式の状況

（株）
政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 30 27 66 59 12 7,686 7,880 －

所有株式数（単元） － 1,326,543 4,413 12,898 25,484 184 141,677 1,511,199 18,378

所有株式数の割合

（％）
－ 87.78 0.29 0.85 1.69 0.01 9.38 100.00 －

（注）１．自己株式72株は、「単元未満株式の状況」に含まれております。

２．上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ70単元

及び60株含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社新生銀行 東京都千代田区内幸町２丁目１－８ 102,430 67.77

野村信託銀行株式会社

（信託口　3071006）
東京都千代田区大手町２丁目２－２ 7,380 4.88

野村信託銀行株式会社

（信託口　3071007）
東京都千代田区大手町２丁目２－２ 5,860 3.87

野村信託銀行株式会社

（信託口　3051003）
東京都千代田区大手町２丁目２－２ 5,702 3.77

野村信託銀行株式会社

（信託口　3041016）
東京都千代田区大手町２丁目２－２ 5,417 3.58

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,272 0.84

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 746 0.49

有限会社サクセス 兵庫県姫路市東延末２丁目25 600 0.39

野村信託銀行株式会社

（信託口　3071008）
東京都千代田区大手町２丁目２－２ 595 0.39

野村信託銀行株式会社

（信託口　3071009）
東京都千代田区大手町２丁目２－２ 595 0.39

計 － 130,598 86.41

　（注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）584

千株であります。

２．信託銀行等の信託業務に係る株式数については、当社として網羅的に把握することができないため、株主名

簿上の名義で保有株式数を記載しております。

３．前事業年度末現在主要株主であった野村信託銀行株式会社（信託口3071006）は、当事業年度末では主要株

主ではなくなりました。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 151,119,900 1,511,199 －

単元未満株式 普通株式 18,378 － －

発行済株式総数 151,138,278 － －

総株主の議決権 － 1,511,199 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞ

れ7,000株（議決権70個）及び60株含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

シンキ株式会社
東京都新宿区西新

宿一丁目６番１号
－ － － －

計 － － － － －

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　会社法第155条第７項に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 221 47,811

当期間における取得自己株式 20 2,080

（注）　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 2,109 1,375,814 － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
－ － － －

保有自己株式数 72 － 92 －

（注）　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　利益配分に関しましては、経済金融情勢、業界の動向、当社の業績等を総合的に勘案のうえ、株主の皆さまへの安定的

な利益還元を図ることを基本方針としております。また、関係法令の改正に伴う経営環境の激変に備え財務体質を改

善する必要性から、配当と内部留保のバランスについても勘案のうえ決定してまいります。

　当連結会計年度におきましては、旧金利ビジネスからの完全脱却を目的とした貸倒引当金の積み増しなどにより大

幅な赤字となったことや、今後予想される環境変化に備え財務体質の強化を図るため、中間配当に続き、期末配当につ

きましても見送らせていただくことといたしました。

　今後につきましては、利息制限法内の新金利体系ビジネスを更に推進し、優良顧客層に向けた積極的なマーケティン

グ戦略の展開とローコストオペレーションの追求により期間損益の黒字を確保し、早期に復配できるよう尽力してま

いります。

　当社では、剰余金の配当等の決定機関を取締役会としており、定款において「会社法459条第１項の規定に基づき、取

締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる」旨を定めております。

　また、剰余金の配当の基準日につきましては、「期末配当は毎年３月31日、中間配当は毎年９月30日とするほか、取締

役会の決議により基準日を定めて配当を行うことができる」旨を定款に定めております。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 796 1,065 1,405 1,054 345

最低（円） 365 505 823 286 83

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 166 113 199 148 148 121

最低（円） 88 96 102 100 116 92

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役社長

兼

社長執行役員

─── 常峰　仁 昭和28年10月９日生

昭和52年４月 株式会社日本長期信用銀行

（現　株式会社新生銀行）入行

平成12年３月 同行新宿支店長

平成12年10月 同行首都圏営業部長

平成14年４月 同行大阪支店長

平成16年６月 当社顧問就任

平成16年６月 代表取締役会長兼会長執行役

員

平成17年６月 代表取締役社長兼社長執行役

員（現任）

(注)３ 20

取締役

兼

常務執行役員

営業本部長

兼

 企業戦略部長

青木　康博 昭和30年４月８日生

昭和53年４月 株式会社日本長期信用銀行

（現　株式会社新生銀行）入行

平成10年６月 株式会社長銀総合研究所出向

（現　株式会社社会基盤研究

所）

平成13年４月 株式会社新生銀行高松支店長

兼高松営業部長

平成15年６月 当社参与就任

平成15年６月 取締役企業戦略部長

平成16年６月 取締役兼執行役員企業戦略部

長

平成17年12月 取締役兼執行役員営業本部副

本部長兼企業戦略部長

平成18年６月 取締役兼常務執行役員営業本

部長兼企業戦略部長（現任）

(注)３ －

取締役

兼

常務執行役員

管理本部長

兼

財務部長

兼

情報システム部

長

竹田　正広 昭和34年３月31日生

昭和57年４月 当社入社

平成７年６月 経営企画室長

平成12年６月 取締役経営企画室長

平成16年６月 執行役員経営企画室長

平成16年８月 執行役員経営企画部長

平成17年６月 取締役兼執行役員経営企画部

長

平成17年12月 取締役兼執行役員管理本部副

本部長兼経営企画部長

平成18年４月 取締役兼執行役員管理本部副

本部長兼経営企画部長兼情報

システム部長

平成18年６月 取締役兼常務執行役員管理本

部長兼財務部長兼情報システ

ム部長（現任）

(注)３ 60
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

兼

執行役員

リスク管理部

長
福田　一人 昭和29年10月29日生

昭和53年４月 株式会社甲南保険センター入

社

昭和54年１月 当社入社

平成８年４月 通信営業部長

平成８年６月 取締役通信営業部長

平成10年４月 取締役営業部長

平成13年４月 取締役消費者金融営業部長

平成14年４月 取締役営業部長

平成14年12月 取締役営業管理部長

平成15年10月 取締役リスク管理部長

平成16年６月 執行役員リスク管理部長

平成18年６月 取締役兼執行役員リスク管理

部長（現任）

(注)３ 100

取締役

兼

執行役員

法務コンプラ

イアンス部長

兼

個人情報保護

室長

池内　建治 昭和27年10月17日生

昭和50年３月 東洋信用金庫入庫

昭和61年８月 当社入社

平成８年４月 審査部長

平成13年12月 営業管理部長

平成14年12月 審査部長

平成17年１月 法務コンプライアンス部長

平成18年４月 執行役員法務コンプライアン

ス部長

平成18年10月 執行役員法務コンプライアン

ス部長兼個人情報保護室長

平成19年６月 取締役兼執行役員法務コンプ

ライアンス部長兼個人情報保

護室長（現任）

(注)３ 10
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 ─── 嶋崎　雅之 昭和32年９月24日生

昭和55年４月 株式会社ジャックス入社

昭和60年７月 アリコジャパン入社

昭和61年11月 アメリカンエクスプレス入社

平成７年７月 東京総合信用株式会社（現　株

式会社クォーク）入社

平成９年１月 株式会社アポロ広告社入社

平成９年８月 ＧＥコンシューマー・ファイ

ナンス株式会社入社

平成18年４月 株式会社新生銀行入行

　 株式会社アプラス出向与信統

括部長

平成18年12月 株式会社アプラス執行役員最

高信用リスク責任者ＣＲＯ

（現任）

平成19年６月 パシフィック・オート・ト

レーディング株式会社取締役

（現任）

平成20年６月 当社取締役（現任）

(注)３ －

常勤監査役 ─── 吉野　義夫 昭和21年６月30日生

昭和44年４月 株式会社日本長期信用銀行

（現　株式会社新生銀行）入行

平成11年４月 当社資金部長就任

平成11年６月 取締役資金部長

平成15年６月 常務取締役管理本部長兼資金

部長

平成16年６月 取締役兼常務執行役員管理本

部長兼資金部長

平成17年８月 取締役兼常務執行役員管理本

部長兼財務部長

平成18年６月 当社常勤監査役（現任）

(注)４ 8

監査役 ─── 三浦　雅生 昭和29年２月14日生

昭和53年４月 弁護士登録

平成３年４月 五木田・三浦法律事務所開設

平成13年６月 当社監査役（現任）

(注)５ －

監査役 ─── 佐藤　義昭 昭和24年９月６日生

昭和52年３月 大阪信用販売株式会社（現　株

式会社アプラス）入社

平成10年11月 株式会社アプラスビジネス

サービス取締役社長

平成16年６月 株式会社アプラス常勤監査役

（現任）

平成20年２月 昭和リース株式会社社外監査

役（現任）

平成20年６月 当社監査役（現任）

(注)６ －

    計 　 198

　（注）１．取締役嶋崎雅之は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役三浦雅生及び佐藤義昭は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．平成20年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．平成20年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成20年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間
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７．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役２名を選任しております。　補

欠監査役の略歴は次のとおりであります。

    なお、武藤友義及び水野信次は、会社法第329条第２項に定める監査役の補欠者であります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株）

武藤　友義 昭和26年３月26日生

昭和50年４月 株式会社日本長期信用銀行

（現　株式会社新生銀行）入行

平成11年７月 同行監査部次長

平成17年８月 当社監査部長（現職）

－

水野　信次 昭和47年７月６日生

平成12年10月 弁護士登録

平成12年10月 三井安田法律事務所入所

平成16年３月 日比谷パーク法律事務所入所

平成20年１月 日比谷パーク法律事務所パー

トナー弁護士（現職）

－

８．当社は執行役員制度を採用しており、取締役兼務以外の執行役員は次のとおりであります。

地位 氏名 担当

執行役員 根本　　要 経営企画部長

執行役員 矢部　和紀 経営管理部長

執行役員 福田　浩久 人事部長

執行役員 太田　義彦 営業企画部長

執行役員 田中　　博 総務部長
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、「日本で最も信頼されるノンバンクの創造」を企業理念の中心に置き、「経営の革新」を通じて、「お客様、

株主の皆様、従業員」などすべてのステークホルダーとの信頼関係を深めながら共に成長していくことを目指してお

ります。

  お客様のニーズを的確にとらえ、それに応えることができる商品やサービスの開発・提供、新しい営業手法の導入

等を通じて、市場の深耕と顧客層の増大に努めるとともに、業務改善などを通じて経営効率を高めることにより、磐石

な経営基盤の構築に努めております。

  この経営方針のもと、コーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要課題のひとつとしてとらえ、経営の意思決定

を迅速かつ的確に行うことができる経営体制の整備に努めております。また、コンプライアンス（法令遵守）態勢の

拡充と、「お客様、株主の皆様、従業員」などすべてのステークホルダーに対する経営の透明性の向上に努めておりま

す。

(2)会社の機関の内容

①　取締役会は、取締役６名で構成しており、社外取締役１名を選任することにより、一層の透明性確保を図ってお

ります。また、取締役会を剰余金の配当等の決定機関としております。

②　業務執行につきましては、執行役員制度を導入することにより、取締役会における経営戦略決定の迅速化と執行

役員による機動的な業務執行体制の確立を図っております。執行役員の選任及び解任は取締役会が行います。

③  経営の監視機能につきましては、監査役制度を採用しており、監査役３名（うち社外監査役２名）の体制で

行っております。監査役は、取締役会のほか、経営会議その他重要な会議にも出席し、業務執行に対する監視機

能を果たしております。

④　当社は、取締役会の員数について20名以内とする旨を、また、監査役の員数について５名以内とする旨を定款で

定めております。

⑤　当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、取締役及び監査役の選任決議は、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めておりま

す。

⑥  当社は、特別決議の定足数を緩和することにより株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定

める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権

の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。
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　当社のコーポレート・ガバナンスの体制図は以下のとおりであります。
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(3)内部統制システム構築の基本方針

  当社は、業務執行及び監督、監視が適正かつ有効に行われるよう、適切な内部統制システムの整備を経営の重要課題

ととらえ取り組んでおり、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適

正を確保するための体制を整備するため、「内部統制規程」として以下のとおり基本方針を定めております。

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するための体制

　当社は、コンプライアンスに関する専門部署やコンプライアンス委員会の設置、倫理規程その他規定類の整備等

を通じ、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するための体制を整備し、経営監督機能の強化と経営の透明

性の向上に努めるものとする。

　また、市民社会の秩序・安全に脅威を与え経済活動の障害となるような反社会的勢力、団体及びその関連先等と

一切の係わりを持たず、寄付金、賛助金、機関紙の購読、広告の掲載等を含め、一切の係わりを拒絶するものとす

る。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理

  当社は、取締役及び使用人の意思決定や業務執行等に係る情報につき、記録等の作成、保存及び管理の方法等に

ついて稟議取扱基準、文書管理基準その他の規定に定め、取締役及び監査役その他の求めがあった場合は、必要に

応じ閲覧に供するものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程及びその他の体制

　当社は、当社に存在するリスクを網羅的に把握し、評価・分析し、対処・是正をするための方法についてリスク

管理基準、内部監査規程その他の規定に定め、また、そのための体制を整備することにより、企業活動におけるリ

スクを適切に管理・対応するものとする。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、取締役及び使用人の役割分担、組織、業務分掌並びに職務権限等を組織規程、業務分掌規程、職務権限規

程その他の規定に定めることにより取締役の効率的な職務執行体制を整備する。また、当社は、予算管理基準その

他の規定に従い、経営計画、各部門の予算・業務計画の策定及び進捗の管理を行い、取締役の業務計画の達成を確

実なものとするよう努めなければならない。

　また、金融商品取引法及び企業会計審議会「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準」に基づき、財務報

告の信頼性を確保するための内部統制の整備、運用を図るため、財務報告統制基準その他の規定に必要な事項を

定め、体制を整備するものとする。

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、人事や組織の整備にあたり有効な内部牽制の確保に配慮するとともに、コンプライアンスに関する専門

部署、コンプライアンス委員会、コンプライアンスオフィサーの設置、倫理規程やコンプライアンスマニュアルの

制定、研修及び点検等を通じ、使用人の職務執行に関するコンプライアンス体制を整備し、コンプライアンス経営

を徹底するものとする。また、お客様相談室の設置や内部通報制度の整備等を通じ、社内外の情報を収集できる体

制を整備するものとする。

⑥ 企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社は、当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため、業務分掌規程その他の規定にお

いて主管部署を定め子会社の経営全般の指導・管理を行い、また、コンプライアンス及びリスク管理その他必要

な体制を整備するものとする。

⑦ 監査役の職務を補助すべき使用人

　当社は、監査役会より要請された場合、監査役の職務を補助するための使用人を配置するものとする。

⑧ 監査役の補助使用人の独立性

　監査役の補助使用人については、当社の業務から独立し監査役の指揮命令に服するものとする。また、当社の業

務からの独立性を確保するため、人事評価、報酬、人事異動等について監査役会の同意を得るものとする。

⑨ 監査役に対する報告体制

　当社は、監査役監査が実効的に行われることを確保するため、経営会議その他重要な会議への監査役の出席や、

監査役に対する報告の実施等により監査役が必要かつ適切な情報を適時に収集できる体制を整備するものとす

る。

　また、社内通報基準その他の規定を定め、内部通報の内容や顧客等からのクレーム等について監査役に報告を行

う体制を整備するものとする。
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⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　当社は、監査役が監査部その他必要な業務執行部署や会計監査人と連携し、監査が実効的に行われる体制を整備

するものとする。

　また、監査役が、必要に応じ監査に必要な弁護士、公認会計士等の外部専門家との連携を行うことができる体制

を整備するものとする。

(4)内部統制システムの状況

　当社の経営上の意思決定、業務執行及び監督に関する体制派以下のとおりであります。

① 取締役会は、法令、定款に定められた事項及び重要な業務に関する事項の決議並びに重要な事項の報告を受けて

おります。また、取締役の業務執行の状況を監督しております。当社は、定時取締役会を毎月１回開催するほか、必

要に応じて臨時取締役会を開催しております。

② 監査役会は、監査に関する重要な事項について報告を受け、協議を行い、または決議を行っております。監査役は

監査役会で決議された監査の方針、監査計画及び監査の方法等により、取締役会、経営会議その他重要な会議への

出席や業務・財産の調査を通じ、取締役・執行役員の業務執行の監査を行っております。監査役会は３ヶ月に１

回開催するほか、必要に応じ随時開催しております。

③ 当社は、代表取締役の協議機関として経営会議を設置しております。経営会議は、代表取締役のほか常勤取締役、

執行役員で構成されており、取締役会に付議する事項の検討を行っております。また、代表取締役が取締役会の専

決事項以外の決定、または取締役会の専決事項の具体的執行方法、細目等の決定を行うにあたり、各部門との協議

を行っております。経営会議は、原則として毎週１回開催するほか、必要に応じ随時開催しております。

④ 当社は、コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスに関する方針や施策について協議しております。

コンプライアンス委員会は、代表取締役のほか、常勤取締役、執行役員、常勤監査役、法務コンプライアンス部長に

て構成されており、原則として３ヶ月に１回開催するほか、必要に応じ随時開催しております。

(5)リスク管理体制の整備状況

  消費者金融業界をとりまく環境の変化が厳しさを増してきている中にあって、当社は安定的な経営の維持と成長性

の確保を図るため、複雑化・多様化するリスクを適切に管理し、迅速に対応することが必要となってきております。

  当社では、当社に存在する内部統制上のリスクを網羅的に把握し、評価・分析を行う体制を整備しております。

また、リスクの内容に応じた業務分掌を明確にするとともに、各部署においてもリスクを認識し、管理・対処する体制

をとっております。さらに、内部監査により検証を行っております。

  また、従業員の安全確保や企業ブランドを守るために、具体的事例として、レピュテーションの下落や信用損失に直

結する可能性のある社内外の事象、企業対象暴力、当社及び当社の活動に対する不法行為、社員等の生命・財産への脅

威などを想定し、障害の発生に備え、「損害の極小化」「可乃的速やかな業務再開」及び「従業員・顧客の安全確

保」を目的としたコンティンジェンシー・プラン（緊急時対応計画）の策定を進めております。

(6)内部監査、監査役監査及び会計監査の状況

① 内部監査

　社長直轄の組織として設置する監査部（人員５名）が内部監査を行っております。内部監査にあたっては、内部

統制上のリスク評価によるアプローチを行っており、問題点の指摘やその改善提案を行うとともに、内部統制上

のリスクについて経営への報告を行っております。また、監査部の内部監査活動に対し、定期的に外部からの評価

を行うことにより、内部監査の品質の維持、向上に努めております。

② 監査役監査

　監査役は、会計監査人より会計に関する監査計画の説明を受け、また、監査報告書及び監査に関する資料を受領

するとともに、重要事項について説明を求めることにより、会計監査人との連携を図っております。

　また、監査役は、監査業務の一環として監査部と連携し、当社の内部統制システムの構築状況、運用状況及びその

検証状況について監視しております。
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③ 会計監査

　会計監査につきましては、法令に基づき、監査法人トーマツの監査を受けております。当社と同監査法人または

業務執行社員の間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はありません。

　当連結会計年度に当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、会計監査業務にかかる補助者の体制及び

監査人に対する報酬等の額は以下のとおりであります。

（当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名）

　　指定社員　業務執行社員：鶴野隆一、渡邊明久、齋藤淳

（当社の会計監査業務に係る補助者の構成）

　　公認会計士　　　　　４名 

　　会計士補等　　　　　４名

　　その他　　　　　　　５名

(7)役員報酬及び監査報酬

　当連結会計年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬並びに監査法人に対する監査報酬は以下のと

おりであります。　 

（役員報酬の内容）

　　① 取締役に対する報酬　　102百万円

　　（うち社外取締役　　　  0百万円）

　　② 監査役に対する報酬　　 24百万円　　

　　（うち社外監査役　　　  3百万円）

（監査報酬の内容）

　　① 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 　 38百万円

　　② 上記以外の業務に基づく報酬                          　 1百万円

(8)会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他利害関係の概要

　　本有価証券報告書提出日現在の社外取締役及び社外監査役との関係は以下のとおりであります。

役名 氏名 略歴 当社との関係

取締役 嶋崎　雅之

平成18年４月　株式会社新生銀行入行　

　　　　同月　株式会社アプラス出向　　　　　　平成

20年６月　当社取締役

株式会社アプラスから

の派遣

監査役 三浦　雅生
昭和53年４月　弁護士登録

平成13年６月　当社監査役
当社の顧問弁護士

監査役 佐藤　義昭 

昭和52年３月　大阪信用販売株式会社（現　　

　株式会社アプラス）入社

平成20年６月　当社監査役

株式会社アプラスから

の派遣

（注）取引関係は「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等 (1)連結財務諸表」の「関連当事者との取引」に関する

注記に記載しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。）及び「特定金融会社等の会計の整理に関する内閣府令」（平成11年総理府令・大蔵

省令第32号）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）及び「特定金融会社等の会計の整理に関する内閣府令」（平成11年総理府令・大蔵省令第32

号）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の

連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融商品

取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の連結財

務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツにより

監査を受けております。

EDINET提出書類

シンキ株式会社(E03714)

有価証券報告書

 46/122



１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金 ※1  21,681   10,898  

２．営業貸付金
※1.2.
3.4  138,974   130,623  

３．繰延税金資産   4,402   3,143  

４．その他   9,580   3,732  

５．貸倒引当金   △36,786   △26,529  

流動資産合計   137,851 90.6  121,868 90.8

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物 ※1 4,866   4,320   

減価償却累計額  2,236 2,629  2,249 2,070  

(2）土地 ※1  4,734   4,410  

(3）その他  1,732   1,994   

減価償却累計額  1,188 544  1,323 670  

有形固定資産合計   7,908 5.2  7,152 5.3

２．無形固定資産        

(1）のれん   695   163  

(2）その他   1,616   1,698  

無形固定資産合計   2,312 1.5  1,861 1.4

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※1  828   549  

(2）固定化営業債権 ※3  166   178  

(3）その他   3,293   2,800  

(4）貸倒引当金   △197   △198  

投資その他の資産合計   4,092 2.7  3,331 2.5

固定資産合計   14,313 9.4  12,345 9.2

Ⅲ　繰延資産        

１．社債発行費   30   －  

繰延資産合計   30 0.0  － －

資産合計   152,194 100.0  134,213 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．短期借入金 ※1  5,000   13,000  

２．１年内返済予定の長期
借入金

※1  20,962   18,494  

３．１年内償還予定の社債   －   14,900  

４．未払法人税等   98   50  

５．預り金   13,547   1,162  

６．賞与引当金   227   162  

７．その他   1,585   1,568  

流動負債合計   41,421 27.2  49,339 36.7

Ⅱ　固定負債        

１．社債   19,800   4,900  

２．長期借入金 ※1  43,493   30,488  

３．繰延税金負債   708   722  

４．退職給付引当金   61   －  

５．役員退職慰労引当金   66   67  

６．利息返還損失引当金   18,707   30,688  

７．その他   1,027   886  

固定負債合計   83,864 55.1  67,753 50.5

負債合計   125,285 82.3  117,092 87.2

        

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  12,665 8.3  16,709 12.5

２．資本剰余金 　  13,133 8.6  17,176 12.8

３．利益剰余金 　  1,483 1.0  △16,113 △12.0

４．自己株式 　  △1 △0.0  △0 △0.0

　　株主資本合計 　  27,281 17.9  17,771 13.3

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  181 0.1  43 0.0

２．繰延ヘッジ損益 　  △554 △0.3  △693 △0.5

　　評価・換算差額等合計 　  △372 △0.2  △650 △0.5

純資産合計 　  26,909 17.7  17,121 12.8

負債純資産合計 　  152,194 100.0  134,213 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益        

１．営業貸付金利息  25,971   24,252   

２．信託受益権分配金  19,423   8,385   

３．売上高  423   349   

４．その他営業収益  1,283 47,102 100.0 1,327 34,314 100.0

Ⅱ　営業費用        

１．金融費用  1,675 1,675 3.6 1,555 1,555 4.5

営業総利益   45,427 96.4  32,758 95.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1  66,489 141.1  48,568 141.6

営業損失（△）   △21,061 △44.7  △15,809 △46.1

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  0   6   

２．受取配当金  44   10   

３．受取賃貸料  130   107   

４．雑収入  63 238 0.5 65 189 0.6

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  224   259   

２．株式交付費  －   64   

３．社債発行費償却  43   30   

４．リース解約損  106   －   

５．雑損失  134 509 1.1 50 404 1.2

経常損失（△）   △21,333 △45.3  △16,024 △46.7

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※2 52   249   

２．関係会社株式売却益  －   3   

３．投資有価証券売却益  597   0   

４．訴訟和解金  232 882 1.9 － 254 0.7

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除売却損 ※3 356   66   

２．長期前払費用償却  574   －   

３．利息返還損失関連費用 ※4 11,916   －   

４．特別退職加算金 　 860   －   

５．のれん償却額 　 455   －   

６．投資有価証券売却損 　 －   23   

７．投資有価証券評価損 　 －   0   

８．店舗閉店関連損失 ※5 －   561   

９．減損損失 ※6 － 14,162 30.1 127 778 2.3

税金等調整前当期純損
失（△）

  △34,613 △73.5  △16,549 △48.3
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

法人税、住民税及び事業
税

 921   16   

過年度法人税、住民税及
び事業税

 －   △338   

法人税等調整額  3,829 4,750 10.1 1,368 1,046 3.0

当期純損失（△）   △39,364 △83.6  △17,595 △51.3

        

EDINET提出書類

シンキ株式会社(E03714)

有価証券報告書

 50/122



③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

(単位:百万円) 

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高 12,665 13,133 41,299 △1 67,097

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当(注)   △439  △439

役員賞与(注)   △13  △13

当期純損失   △39,364  △39,364

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

    －

連結会計年度中の変動額合計 － － △39,816 △0 △39,816

平成19年３月31日　残高 12,665 13,133 1,483 △1 27,281

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額

金
繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日　残高 781 － 781 67,879

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当(注)    △439

役員賞与(注)    △13

当期純損失    △39,364

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△599 △554 △1,153 △1,153

連結会計年度中の変動額合計 △599 △554 △1,153 △40,970

平成19年３月31日　残高 181 △554 △372 26,909

 (注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

(単位:百万円) 

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高 12,665 13,133 1,483 △1 27,281

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 4,043 4,043   8,086

当期純損失   △17,595  △17,595

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の消却   △1 1 －

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計 4,043 4,043 △17,597 1 △9,509

平成20年３月31日　残高 16,709 17,176 △16,113 △0 17,771

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額

金
繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日　残高 181 △554 △372 26,909

連結会計年度中の変動額     
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額

金
繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

新株の発行    8,086

当期純損失    △17,595

自己株式の取得    △0

自己株式の消却    －

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△138 △139 △278 △278

連結会計年度中の変動額合計 △138 △139 △278 △9,787

平成20年３月31日　残高 43 △693 △650 17,121
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動による
キャッシュ・フロー

   

税金等調整前当期純損失
（△）

 △34,613 △16,549

減価償却費  1,429 1,135

貸倒引当金の増加額（△
減少額）

 17,384 △10,256

利息返還損失引当金の増
加額

 16,057 11,981

貸倒償却額  22,771 25,053

受取利息及び受取配当金  △44 △16

支払利息  224 259

営業貸付金による収支
（純額）

 △9,999 △16,715

未収入金の増加額  △415 －

預け金の減少額  36 －

預り金の増加額（△減少
額）

 8,850 △12,368

その他  1,375 6,280

小計  23,057 △11,195

利息及び配当金の受取額  43 15

利息の支払額  △213 △258

法人税等の還付額  － 450

法人税等の支払額  △1,348 △390

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 21,539 △11,379
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動による
キャッシュ・フロー

   

有形固定資産の取得によ
る支出

 △125 △348

有形固定資産の売却によ
る収入

 － 482

無形固定資産の取得によ
る支出

 △526 △725

投資有価証券の取得によ
る支出

 △30 △0

投資有価証券の売却によ
る収入

 337 672

連結の範囲の変更を伴う
子会社株式の売却による
支出

 － △180

その他  185 216

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △159 116
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅲ　財務活動による
キャッシュ・フロー

   

コマーシャルペーパーの
発行による収入

 － 18,000

コマーシャルペーパーの
償還による支出

 △5,500 △18,000

短期借入れによる収入  10,000 43,125

短期借入金の返済による
支出

 △11,500 △35,000

長期借入れによる収入  18,386 5,800

長期借入金の返済による
支出

 △30,642 △21,272

社債の償還による支出  △2,000 －

ファイナンス・リース債
務の返済による支出

 △194 △194

株式の発行による収入  － 8,021

自己株式の取得による支
出

 △0 △0

配当金の支払額  △439 －

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 △21,888 480

Ⅳ　現金及び現金同等物の減少
額

 △508 △10,782

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首
残高

 21,617 21,108

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末
残高

 21,108 10,325
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 　連結子会社は、パン信販株式会社及びエ

ス・エル・メイプル株式会社の２社であ

ります。

　なお、前連結会計年度まで連結子会社で

ありました株式会社アルコを当連結会計

年度中に合併したため、同社は連結子会社

から除外しておりますが、当連結決算にお

きましては、同社の平成18年４月１日から

平成18年９月30日までの経営成績及び

キャッシュフローの数値が含まれており

ます。

　また、パン信販株式会社につきましては、

平成19年３月31日をもちまして解散決議

をしております。

　連結子会社は、パン信販株式会社の１社

であります。

　なお、前連結会計年度まで連結子会社で

ありましたエス・エル・メイプル株式会

社の全株式を当連結会計年度中に売却し

たため連結範囲から除外しておりますが、

売却日までの経営成績及びキャッシュフ

ローの数値が含まれております。

　また、パン信販株式会社につきましては、

平成19年３月31日をもちまして解散決議

をしております。

２．持分法の適用に関する事

項

　該当事項はありません。 同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

①　有価証券

その他有価証券

 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法

（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 ②　デリバティブ

　時価法

②　デリバティブ

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法によっております。なお、平成10

年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については、定額法に

よっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

①　有形固定資産

　定率法によっております。なお、平成10

年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については、定額法に

よっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

 建物及び構築物 ３～50年

その他（器具備品） ３～15年

建物及び構築物 ３～50年

その他（器具備品） ３～15年

（会計方針の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改

正に伴い、当連結会計年度より、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しております。こ

の変更により損益に与える影響は軽微

であります。

（追加情報）

　当社及び連結子会社は、法人税法改正

に伴い、平成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により取

得原価の５％に到達した連結会計年度

の翌連結会計年度より、取得価額の５％

相当額と備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。これにより損益に与

える影響は軽微であります。

 ②　無形固定資産

イ）のれん

　５年間で毎期均等額を償却しており

ます。

②　無形固定資産

イ）のれん

同左

 ロ）ソフトウェア

　自社利用目的のソフトウェアについ

ては社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法により償却して

おります。

ロ）ソフトウェア

同左

 ③　長期前払費用

　定額法によっております。

③　長期前払費用

同左

(3）重要な繰延資産の処理

方法

①　　　　　────── ①　株式交付費

　支出時に全額費用処理しております。

 ②　社債発行費

　平成18年３月31日以前の起債に係る社

債発行費は、社債の償還期限内または旧

商法施行規則に規定する最長期間（３

年）のいずれか短い期間で均等償却し

ております。

②　社債発行費

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(4）重要な引当金の計上基

準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

（追加情報）

　当社及び連結子会社は、一般債権の貸

倒引当金の基礎となる貸倒見積高を算

定する際に用いる貸倒実績として、従来

は算定期間に発生した貸倒償却額を用

いておりましたが、当連結会計年度よ

り、これに加え、算定期間末において貸

倒懸念債権等である債権に対する貸倒

引当金繰入額を含める方法に変更いた

しました。

　これは、平成19年12月に当社が株式会

社新生銀行の子会社となったことに伴

い、「親子会社間の会計処理の統一に関

する当面の監査上の取扱い」（日本公

認会計士協会監査・保証実務委員会報

告第56号）の主旨を踏まえ、同行グルー

プの会計処理方針に統一するために

行ったものであります。

　これにより、貸倒引当金繰入額が1,504

百万円増加し、営業損失、経常損失、税金

等調整前当期純損失がそれぞれ同額増

加しております。

　なお、これは、当下期において当社が株

式会社新生銀行の子会社となったこと

を契機に行ったものであるため、当中間

連結会計期間においては従来の方法に

よっております。従って、当中間連結会

計期間において変更後の方法を適用し

た場合、当中間連結会計期間の貸倒引当

金繰入額は1,513百万円増加し、営業損

失、経常損失、税金等調整前当期純損失

がそれぞれ同額増加することとなりま

す。

 ②　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、支

給見込額を計上しております。

②　賞与引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ③　利息返還損失引当金

　利息制限法の上限金利を超過する貸付

金利息分の顧客からの返還請求による

損失に備えるため、債権種類別の返還実

績率及び平均返還額等から算出した利

息返還請求見込額のうち貸付金を超過

して支払う利息返還損失見込額を計上

しております。なお、貸付金に充当され

る利息返還損失見込額17,704百万円は

貸倒引当金に含めております。

（追加情報）

　前連結会計年度において、リサーチ・

センター審理情報NO.24（平成18年３

月15日　日本公認会計士協会）を踏ま

え、利息返還損失引当金を計上しており

ましたが、「消費者金融会社等の利息返

還請求による損失に係る引当金の計上

に関する監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会　業種別委員会報告第37号　

平成18年10月13日）が平成18年９月１

日以降終了する連結会計年度から適用

されることになったことに伴い、当連結

会計年度から同業種別委員会報告によ

り利息返還損失引当金を計上しており

ます。これにより税金等調整前当期純損

失は、11,916百万円増加しております。

③　利息返還損失引当金

　利息制限法の上限金利を超過する貸付

金利息分の顧客からの返還請求による

損失に備えるため、債権種類別の返還実

績率及び平均返還額等から算出した利

息返還損失見込額を計上しております。

（会計方針の変更）

　当社及び連結子会社は、従来利息返還

請求見込額のうち、貸付金に充当される

利息返還損失見込額を流動資産の貸倒

引当金、貸付残高を超過して支払う利息

返還損失見込額を固定負債の利息返還

損失引当金としてそれぞれ計上する方

法を採用しておりましたが、当連結会計

年度より両者を利息返還損失引当金と

して処理する方法に変更いたしました。

　これは、平成19年12月に当社が株式会

社新生銀行の子会社となったことに伴

い、「親子会社間の会計処理の統一に関

する当面の監査上の取扱い」（日本公

認会計士協会監査・保証実務委員会報

告第56号）の主旨を踏まえ、同行グルー

プの会計処理方針に統一するために

行ったものであります。

　これにより、当連結会計年度末の貸倒

引当金が13,736百万円減少し、利息返還

損失引当金が同額増加いたしましたが、

損益への影響はありません。

  なお、この変更は、当下期において当

社が株式会社新生銀行の子会社となっ

たことを契機に行ったものであるため、

当中間連結会計期間においては従来の

方法によっております。従って、当中間

連結会計期間において変更後の方法を

適用した場合、当中間連結会計期間末の

貸倒引当金は16,857百万円減少し、利息

返還損失引当金は同額増加することと

なります。当中間連結会計期間の損益へ

の影響はありません。

 ④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。

④　退職給付引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ⑤　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金支給に充てるため、

内規に基づく連結会計年度末要支給額

を計上しております。

⑤　役員退職慰労引当金

同左

(5）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じて処理しております。

同左

(6）重要なヘッジ会計の方

法

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、金利スワップの特例処理の要件

を満たす金利スワップ取引等について

は、特例処理によっております。

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、金利スワップの特例処理の要件

を満たす金利スワップ取引については、

特例処理によっております。

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　デリバティブ取引（金利スワップ取

引）

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

 ヘッジ対象

　変動金利建ての借入金利息

ヘッジ対象

同左

 ③　ヘッジ方針

　当社の内規に基づき、借入金利息の金

利変動リスクを回避する目的で、変動金

利建ての借入金に対して、デリバティブ

取引（金利スワップ取引）でキャッ

シュ・フローヘッジを行っております。

③　ヘッジ方針

同左

 ④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段の指標金利と、ヘッジ対象

の指標金利との変動幅について相関性

を求めることにより行っております。

　ただし、特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評価を省略

しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

①　営業貸付金利息の計上基準

　営業貸付金利息は発生主義により計上

しております。

　なお、営業貸付金に係る未収利息につ

いては、利息制限法利率または当社の約

定利率のいずれか低い方によって計上

しております。

①　営業貸付金利息の計上基準

同左

 ②　借入金利息、コマーシャルペーパー利

息及び社債利息の会計処理

　借入金利息、コマーシャルペーパー利

息及び社債利息については、営業債権に

対応する部分を営業費用とし、その他の

ものについては営業外費用として処理

しております。

②　借入金利息、コマーシャルペーパー利

息及び社債利息の会計処理

同左

 ③　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式を採用

しております。なお、控除対象外消費税

等については発生会計年度の費用とし

て処理しております。

③　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式を採用

しております。なお、控除対象外消費税

等については当連結会計年度の費用と

して処理しております。

 ④　匿名組合契約による持分の会計処理

レバレッジドリース

　当社の出資に係る匿名組合の持分を

適正に評価するために、当社の負担す

べき投資損失累計額を投資その他の

資産のその他（出資金）から直接控

除しております。

　また、同組合の当連結会計年度に属

する損益の当社持分相当額を匿名組

合損益として処理し営業外収益の

「雑収入」に計上しております。

④　匿名組合契約による持分の会計処理

レバレッジドリース

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法に

ついては、全面時価評価法を採用しており

ます。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間で均等償却しております。ただ

し、重要性が乏しいものについては発生連

結会計年度に一括償却しております。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は27,463百

万円であります。

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成しております。

（企業結合に係る会計基準）

当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成17年

12月27日）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10

号　平成17年12月27日）を適用しております。

──────

──────

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（連結貸借対照表）

当連結会計年度より、改正後の連結財務諸表原則に基

づき、連結調整勘定及び営業権を「のれん」として表示

しております。

前連結会計年度において、流動負債の「その他」に含

めて表示しておりました「預り金」（前連結会計年度

4,697百万円）は、重要性が増したため当連結会計年度よ

り区分掲記することとしました。

（連結損益計算書）

「リース解約損」は営業外費用の総額の100分の10を

超えたため、区分掲記することとしました。

なお、前連結会計年度は営業外費用の「その他」に50

百万円含まれております。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度において、投資活動によるキャッシュ

・フローの「その他」に含めて表示しておりました「投

資有価証券の売却による収入」（前連結会計年度96百万

円）は、重要性が増したため当連結会計年度より区分掲

記することとしました。

──────

──────

──────
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。

(イ）担保に供している資産 (イ）担保に供している資産

科目 金額（百万円）

現金及び預金（定期預金） 573

営業貸付金 7,005

建物及び構築物 1,065

土地 4,469

投資有価証券 298

計 13,413

科目 金額（百万円）

現金及び預金（定期預金） 573

営業貸付金 33,232

建物及び構築物 1,083

土地 4,221

投資有価証券 221

計 39,332

(ロ）上記に対応する債務 (ロ）上記に対応する債務

科目 金額（百万円）

短期借入金 3,000

１年内返済予定の長期借入
金

3,966

長期借入金 3,306

計 10,273

科目 金額（百万円）

短期借入金 13,000

１年内返済予定の長期借入
金

1,706

長期借入金 6,440

計 21,146

  

※２．消費者向無担保ローン残高 ※２．消費者向無担保ローン残高

69,717百万円 82,355百万円

※３．不良債権（営業貸付金及び固定化営業債権） ※３．不良債権（営業貸付金及び固定化営業債権）

区分 金額（百万円）

破綻先債権 0

延滞債権 166

三カ月以上延滞債権 3,356

貸出条件緩和債権 8,236

合計 11,759

区分 金額（百万円）

破綻先債権 5

延滞債権 6,174

三カ月以上延滞債権 －

貸出条件緩和債権 9,956

合計 16,136

(1）破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当

期間継続していることその他の事由により、元本又は利

息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利

息を計上しなかった貸付金（以下、「未収利息不計上貸

付金」）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97

号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由

又は同項第４号に規定する事由に該当する貸付金であ

ります。

(1）　　　　　　　　　同左

(2）延滞債権とは、未収利息不計上貸付金のうち、破綻先

債権に該当しないものであります。

(2）　　　　　　　　　同左
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

(3）三カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが、

約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸付金で、

破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

(3）　　　　　　　　　同左

(4）貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として、金利の減免等、債務者に有利と

なる取決めを行った貸付金で、破綻先債権、延滞債権及

び三カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

(4）　　　　　　　　　同左

 （追加情報）

　当社は、平成19年12月13日付で株式会社新生銀行の子

会社となったことを契機に、当連結会計年度末より同行

が採用している金融庁「金融検査マニュアル（預金等

受入金融機関に係る検査マニュアル）」に準拠する自

己査定基準を採用いたしました。これに伴い、破綻懸念

先に区分された債務者に対する貸付金は延滞債権とし

て記載しております。

　なお、従来の基準によった場合の不良債権の状況は、以

下のとおりであります。

区分 金額（百万円）

破綻先債権 5

延滞債権 173

三カ月以上延滞債権 2,808

貸出条件緩和債権 10,601

合計 13,589

  

※４．当社が所有する営業貸付金の一部を信託し、その受

益権を第三者に譲渡したことによりオフバランスと

なった営業貸付金の残高は、37,588百万円であります。

※４．　　　　　　　──────
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

  ５．営業貸付金に係るコミットメントライン契約

　営業貸付金のうち96,463百万円は、リボルビング契約

（限度借入契約）によるものであります。

　同契約は、一定の利用限度額を決めておき、契約上規

定された条件について違反がない限り、利用限度枠の

範囲で繰返し貸出を行う契約であります。

　同契約に係る融資未実行残高は75,062百万円であり

ます。このうちには当連結会計年度末に残高のない顧

客に対する融資未実行残高が51,820百万円含まれてお

ります。

　なお、同契約は融資実行されずに終了するものもあ

るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社の将

来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあ

りません。

　同契約には、顧客の信用状況の変化、経済情勢の変

化、その他相当の事由があるときは、利用限度枠の減

額又は貸出の中止をすることができる旨の条項がつ

けられております。

　また、契約後も定期的に契約の見直し、与信保全の措

置等を講じております。

  ５．営業貸付金に係るコミットメントライン契約

　営業貸付金のうち66,189百万円は、リボルビング契約

（限度借入契約）によるものであります。

　同契約は、一定の利用限度額を決めておき、契約上規

定された条件について違反がない限り、利用限度枠の

範囲で繰返し貸出を行う契約であります。

　同契約に係る融資未実行残高は52,298百万円であり

ます。このうちには当連結会計年度末に残高のない顧

客に対する融資未実行残高が37,321百万円含まれてお

ります。

　なお、同契約は融資実行されずに終了するものもあ

るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社の将

来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあ

りません。

　同契約には、顧客の信用状況の変化、経済情勢の変

化、その他相当の事由があるときは、利用限度枠の減

額又は貸出の中止をすることができる旨の条項がつ

けられております。

　また、契約後も定期的に契約の見直し、与信保全の措

置等を講じております。

６．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め新生銀行と当座貸越契約を締結しております。

当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借

入未実行残高等は次のとおりであります。

６．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め新生銀行と当座貸越契約を締結しております。

当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借

入未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額 25,000百万円

借入実行残高 3,000百万円

差引額 22,000百万円

当座貸越極度額 25,000百万円

借入実行残高 13,000百万円

差引額 12,000百万円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

広告宣伝費 1,243百万円

貸倒損失 3,664百万円

貸倒引当金繰入額 29,671百万円

利息返還損失引当金繰入額 14,539百万円

従業員給料手当 3,371百万円

賞与引当金繰入額 227百万円

賃借料 4,820百万円

広告宣伝費 830百万円

貸倒損失 1,765百万円

貸倒引当金繰入額 13,043百万円

利息返還損失引当金繰入額 19,843百万円

従業員給料手当 2,593百万円

賞与引当金繰入額 119百万円

退職給付費用 △2百万円

役員退職慰労引当金繰入額 20百万円

賃借料 3,673百万円

※２．固定資産売却益の内訳 ※２．固定資産売却益の内訳

科目 金額（百万円）

建物及び構築物 1

土地 50

計 52

科目 金額（百万円）

建物及び構築物 33

土地 157

有形固定資産その他 1

投資その他の資産その他 57

計 249

※３．固定資産除売却損の内訳 ※３．固定資産除売却損の内訳

科目 金額（百万円）

建物及び構築物 151

土地 24

有形固定資産その他 108

無形固定資産その他 70

計 356

科目 金額（百万円）

建物及び構築物 14

土地 41

有形固定資産その他 2

投資その他の資産その他 7

計 66

※４．利息返還損失関連費用の内訳

科目 金額（百万円）

利息返還損失引当金繰入額 4,909

貸倒引当金繰入額 7,007

計 11,916

※４．　　　　　　─────────

  
 

EDINET提出書類

シンキ株式会社(E03714)

有価証券報告書

 66/122



前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※５．　　　　　　───────── ※５．店舗閉店関連損失の内訳

科目 金額（百万円）

 固定資産減価償却費 312

 原状回復費 151

 その他 97

計 561

※６．　　　　　　───────── ※６．減損損失の内訳

  当社グループが所有する事業用資産のうち、市場価

格の著しい下落が認められた遊休資産などについて

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額127

百万円を特別損失に計上しております。その主な固定

資産の種類ごとの減損損失の内訳は建物及び構築物

（建物）12百万円、土地11百万円、無形固定資産その

他（電話加入権）103百万円であります。なお、回収可

能価額は、主として公示価格及び固定資産税評価額を

基にした正味売却価額により評価しております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 70,277,524 － － 70,277,524

合計 70,277,524 － － 70,277,524

自己株式     

普通株式（注） 1,940 20 － 1,960

合計 1,940 20 － 1,960

 （注）増加は単元未満株式の買取によるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日

定時株主総会
普通株式 439 6.25 平成18年３月31日 平成18年６月29日

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注）１ 70,277,524 80,862,863 2,109 151,138,278

合計 70,277,524 80,862,863 2,109 151,138,278

自己株式     

普通株式（注）２ 1,960 221 2,109 72

合計 1,960 221 2,109 72

 （注）１．発行済株式総数の普通株式の増加80,862,863株は株主割当増資によるものであり、減少2,109株は自己株式の消

却によるものであります。

 ２．自己株式の普通株式の増加221株は単元未満株式の買取によるものであり、減少2,109株は自己株式の消却によ

るものであります。

２．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金 21,681百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △573百万円

現金及び現金同等物 21,108百万円

現金及び預金 10,898百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △573百万円

現金及び現金同等物 10,325百万円

２.                ─────── ２．株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産

及び負債の主な内訳

　株式の売却により連結子会社でなくなったエス・エル・

メイプル株式会社の資産及び負債の内訳並びに株式の売却

価額と売却による支出（純額）との関係は次のとおりであ

ります。

流動資産 272百万円

固定資産 78百万円

流動負債 △285百万円

固定負債 －百万円

子会社株式売却益 3百万円

子会社株式売却価額（イ） 69百万円

当該会社の現金及び現金同等物（ロ） 249百万円

差引：子会社株式売却による支出(イ－ロ) △180百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

  ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

  ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

有形固定資産
その他

3,111 1,636 1,475

無形固定資産
その他

5,057 4,203 853

合計 8,169 5,839 2,329

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

有形固定資産
その他

2,206 1,222 983

無形固定資産
その他

863 672 190

合計 3,069 1,894 1,174

  ②未経過リース料期末残高相当額   ②未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,290百万円

１年超 1,114百万円

合計 2,404百万円

１年内 556百万円

１年超 546百万円

合計 1,103百万円

  ③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額   ③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 1,911百万円

減価償却費相当額 1,781百万円

支払利息相当額 83百万円

支払リース料 1,415百万円

減価償却費相当額 1,321百万円

支払利息相当額 44百万円

  ④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

  ④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

    未経過リース料

１年内 2百万円

１年超 3百万円

合計 5百万円

２．オペレーティング・リース取引

    未経過リース料

１年内 2百万円

１年超 1百万円

合計 3百万円
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの

(1）株式 431 743 311 134 226 92

(2）債券       

①　国債・地方債

等
－ － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 431 743 311 134 226 92

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの

(1）株式 32 27 △5 294 275 △19

(2）債券       

①　国債・地方債

等
－ － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 32 27 △5 294 275 △19

合計 464 770 306 429 502 72

　２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

955 597 － 12 0 23

 ３．時価評価されていない主な有価証券の内容

種類
前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券   

非上場株式 8 8

投資事業組合出資金 49 39
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．取引の内容

　利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引

等であります。

１．取引の内容

同左

２．取引に対する取組方針

　デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク

回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針で

あります。

２．取引に対する取組方針

同左

３．取引の利用目的

　デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場に

おける利率上昇による変動リスクを回避する目的で利

用しております。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

３．取引の利用目的

同左

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

　ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たす金

利スワップ等については、特例処理によっておりま

す。

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　金利スワップ取引

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

ヘッジ対象

　変動金利建ての借入金利息

ヘッジ対象

同左

③　ヘッジ方針

　当社の内規に基づき、借入金利息の金利変動リスク

を回避する目的で、変動金利建ての借入金に対して、

デリバティブ取引（金利スワップ取引）でキャッ

シュ・フローヘッジを行っております。

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段の指標金利と、ヘッジ対象の指標金利と

の変動幅について相関性を求めることにより行って

おります。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

４．取引に係るリスクの内容

　金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有

しております。デリバティブ取引の契約先はいずれも信

用度の高い金融機関等であり、相手先の契約不履行によ

るいわゆる信用リスクはほとんどないと認識しており

ます。

４．取引に係るリスクの内容

同左

５．取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限

及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担当

部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

５．取引に係るリスク管理体制

同左

２．取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（平成19年３月31日）及び当連結会計年度（平成20年３月31日）

該当事項はありません。なお、ヘッジ会計が適用されるデリバティブ取引は、注記の対象から除いておりま

す。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要
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　当社は、勤続期間が３年以上の従業員が退職する場合、社内規程に基づき、退職時までの勤続年数や給与等に基づ

き算定された退職金を支払うこととなっております。この退職金の支払に充てるため、適格退職年金制度を採用し

ております。

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

①　退職給付債務（百万円） △566 △697

②　年金資産（百万円） 672 626

③　未積立退職給付債務（①＋②）（百万円） 105 △71

④　未認識数理計算上の差異（百万円） △167 78

⑤　連結貸借対照表計上額純額（③＋④）（百

万円）
△61 7

⑥　前払年金費用（百万円） － 7

⑦　退職給付引当金（⑤－⑥）（百万円） △61 －

　（注）前払年金費用は、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しております。

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

①　勤務費用（百万円） 77 53

②　利息費用（百万円） 14 11

③　期待運用収益（百万円） △5 △5

④　数理計算上の差異の費用処理額（百万円） △53 △61

⑤　退職給付費用（①＋②＋③＋④）

（百万円）
32 △2

　（注）前連結会計年度につきましては、上記退職給付費用以外に割増退職金860百万円を支払っており、特別損失として

計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

②　割引率    2.0％    2.0％

③　期待運用収益率     0.75％     　　0.75％

④　数理計算上の差異の処理年数

５年（定率法により、発生の翌

連結会計年度より費用処理して

おります。）

同左
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（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産   

貸倒引当金繰入限度超過額 9,089百万円

貸倒損失否認額 5,573百万円

賞与引当金 92百万円

減損損失否認額 453百万円

減価償却超過額否認 306百万円

未払事業税 17百万円

利息返還損失引当金 7,596百万円

役員退職慰労引当金 26百万円

投資有価証券評価損否認額 28百万円

関係会社株式減損否認額 651百万円

繰越欠損金 130百万円

その他 373百万円

繰延税金資産の小計 24,338百万円

評価性引当額 △19,766百万円

繰延税金資産合計 4,571百万円

繰延税金負債   

スワップ損失 224百万円

その他有価証券評価差額金 122百万円

債権譲渡損 515百万円

その他 13百万円

繰延税金負債合計 876百万円

繰延税金資産純額 3,694百万円

繰延税金資産   

貸倒引当金繰入限度超過額 2,341百万円

貸倒損失否認額 6,273百万円

賞与引当金 66百万円

減損損失否認額 259百万円

減価償却超過額否認 82百万円

未払事業税 17百万円

利息返還損失引当金 12,463百万円

役員退職慰労引当金 27百万円

投資有価証券評価損否認額 17百万円

関係会社株式減損否認額 653百万円

繰越欠損金 8,278百万円

その他 259百万円

繰延税金資産の小計 30,740百万円

評価性引当額 △27,597百万円

繰延税金資産合計 3,143百万円

繰延税金負債   

スワップ損失 281百万円

その他有価証券評価差額金 29百万円

債権譲渡損 410百万円

繰延税金負債合計 722百万円

繰延税金資産純額 2,420百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　当連結会計年度においては税金等調整前当期純損失を

計上しているため、差異の原因の記載を省略しており

ます。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 △40.6％

（調整）   

法人住民税均等割 0.1％

過年度法人税等 △2.0％

のれん償却額 1.1％

評価性引当額 49.4％

その他 △1.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 6.3％
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（企業結合関係）

企業結合における共通支配下の取引等関係

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称、並びに取

引の目的を含む取引の概要 

(1)結合当事企業の名称  株式会社アルコ

(2)事業の内容  消費者金融業

(3)企業結合の法的形式  吸収合併

(4)結合後企業の名称  シンキ株式会社

(5)取引の目的を含む取引の概要  ①合併の目的

株式会社アルコは平成16年より消費者向け保証人付ローン及び不

動産担保ローン事業を行ってまいりましたが、消費者金融業界を取

り巻く環境の変化に対応し、当社のお客様に対するサービス提供の

スピードアップとともに当社グループの業務効率向上を図るべく、

その事業を当社に移管することとし、株式会社アルコを当社に吸収

合併することといたしました。

 ②合併の期日

 平成18年10月１日

２．実施した会計処理の概要

本合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成17年12月27日）に基づき、共通支配下の取

引として会計処理を行っております。

３．株式の結合当事企業に係る交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額

本合併は、当社を存続会社、株式会社アルコを消滅会社とする吸収合併であります。

なお、当社は株式会社アルコの全株式を保有していたことから、本合併において対価を交付しておりません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年４月１日　

至　平成20年３月31日）

　全セグメントの営業収益の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計に占める「ローン事業（消費

者金融業及び事業者金融業）」の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載

を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

  前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年４月１日　

至　平成20年３月31日）

　当社及び連結子会社は、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はあ

りません。

【海外売上高】

  前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年４月１日　

至　平成20年３月31日）

　当社及び連結子会社は、海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

(1)親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）

役員の
兼務等
（人）

事業上
の関係

その他の

関係会社

（当該そ

の他の関

係会社の

親会社を

含む）

株式会社

新生銀行

東京都

千代田区
451,296 銀行業

所有

直接0.0

被所有

直接36.4

 －

業務提携

及び資金

の調達

資金の調達

借入

11,000

返済

6,000

短期借入金 3,000

1年内返済

予定の長期

借入金

5,000

長期借入金 5,000

利息の支払 205 － －

  （注）１．同社の従業員１名が常勤役員として当社に出向しており、同社従業員２名が当社非常勤役員を兼任しており

ます。 

２．資金の借入については、建物及び構築物並びに土地899百万円を担保に供しております。 

３．利息の支払については、市中相場を基に決定した条件によっております。 

４．取引金額には消費税等は含まれておりません。

５．株式会社新生銀行からの当座貸越契約極度額の総額は25,000百万円、差引借入未実行額は22,000百万円であ

ります。 
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(2)役員及び個人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）

役員の
兼務等
（人）

事業上
の関係

役員及び

その近親

者

三浦雅生 － － 当社監査役 なし － － 弁護士報酬 33 － －

主要な株

主（個

人）及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等

（当該会

社等の子

会社を含

む）

有限会社

サクセス

兵庫県姫

路市
96

不動産賃貸

業及び駐車

場の経営

被所有

直接0.9
－

当社から

の土地等

の賃借

土地等賃貸の保

証金の返還
15

固定負債

その他

（預り敷

金）

1

土地賃貸料等の

受取
16 － －

主要な株

主（個

人）及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等

（当該会

社等の子

会社を含

む）

キャリア

リンク株

式会社

東京都新

宿区
210 人材派遣業 なし －

当社への

人材派遣

及び当社

からの建

物の賃借

人材派遣料の支

払
497

流動負債

その他

（未払

金）

43

建物賃貸料の受

取
17 － －

主要な株

主(個人)

及びその

近親者

前田直典 － － 当社顧問
被所有

直接15.7
－ －

顧問料の支払 6 － －

土地賃借の保証

金の返還
20 － －

土地賃借料の支

払
7 － －

　（注）１．土地賃借及び建物賃借に係る保証金並びに賃借料、弁護士報酬等はいずれも市中相場を基に決定した条件に

よっております。

２．取引金額には消費税等は含まれておりません。 
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(3)兄弟会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）

役員の
兼務等
（人）

事業上
の関係

その他の

関係会社

の子会社

新生信託

銀行株式

会社

東京都千

代田区
5,000 信託銀行業 なし －

貸付債権

の信託

貸付債権の信託 196,372

営業貸付

金（信託

受益権）

43,424

信託受益権分配

金等の受取
19,423

流動資産

その他

（未収入

金）

4,158

信託財産のサー

ビサー業務
211,388 預り金 13,346

　（注）１．取引条件は、市中相場を基に決定した条件によっております。

２．取引金額には消費税等は含まれておりません。

３．取引は同行の信託勘定との取引であります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

(1)親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）

役員の
兼務等
（人）

事業上
の関係

親会社
株式会社

新生銀行

東京都千

代田区
476,296 銀行業

被所有

直接67.77
 －

業務提携

及び資金

の調達

資金の調達

借入

47,000

返済

37,000

短期借入金 13,000

長期借入金 10,000

利息の支払 497 － －

  （注）１．株主割当による新株式発行の結果、平成19年12月13日付けで、株式会社新生銀行の属性が「その他の関係会

社」から「親会社」に異動となりました。なお、取引金額の中にはその他の関係会社であった時の取引金額

が含まれております。

２．同社の従業員１名が常勤役員として当社に出向しており、同社従業員２名が当社非常勤役員を兼任しており

ます。

３．資金の借入については、建物及び構築物、土地並びに営業債権30,956百万円を担保に供しております。 

４．利息の支払については、市中相場を基に決定した条件によっております。 

５．取引金額には消費税等は含まれておりません。

６．株式会社新生銀行からの当座貸越契約極度額の総額は25,000百万円、差引借入未実行額は12,000百万円であ

ります。 
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(2)役員及び個人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）

役員の
兼務等
（人）

事業上
の関係

役員及び

その近親

者

三浦雅生 － － 当社監査役 なし － － 弁護士報酬 13 － －

主要な株

主（個

人）及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等

（当該会

社等の子

会社を含

む）

有限会社

サクセス

兵庫県姫

路市
96

不動産賃貸

業及び駐車

場の経営

被所有

直接0.4
－

当社から

の土地等

の賃借

土地賃貸料等の

受取
2 － －

主要な株

主（個

人）及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等

（当該会

社等の子

会社を含

む）

キャリア

リンク株

式会社

東京都新

宿区
210 人材派遣業 なし －

当社への

人材派遣

及び当社

からの建

物の賃借

人材派遣料の支

払
317

流動負債

その他

(未払金)

31

建物賃貸料の受

取
12 － －

主要な株

主(個人)

及びその

近親者

前田直典 － － 当社顧問
被所有

直接4.8
－ － 顧問料の支払 4 － －

　（注）１．顧問料については、市中相場を基に決定した条件によっております。

２．弁護士報酬については、市中相場を基に決定した条件によっております。 

３．有限会社サクセス及びキャリアリンク株式会社は、主要な株主（個人）及びその近親者が議決権の過半数を

所有している会社等として記載しておりますが、平成19年12月13日付けの当社の主要株主の異動に伴い、い

ずれも当社の関連当事者ではなくなっております。

従って、同２社との取引については、平成19年４月から平成19年12月までの９ヶ月間の取引金額及び同日の

残高を記載しております。

４．土地賃貸料については、市中相場を基に決定した条件によっております。

５．人材派遣料及び建物賃貸料については、市中相場を基に決定した条件によっております。

６．前田直典氏は、主要な株主（個人）及びその近親者として記載しておりますが、平成19年12月13日付けの当

社の主要株主の異動に伴い、当社の主要な株主ではなくなっております。

従って、同氏との取引については、平成19年４月から平成19年12月までの９ヶ月間の取引を記載しておりま

す。

７．取引金額には消費税等は含まれておりません。 
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(3)兄弟会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）

役員の
兼務等
（人）

事業上
の関係

親会社の

子会社

新生信託

銀行株式

会社

東京都千

代田区
5,000 信託銀行業 なし －

貸付債権

の信託

貸付債権の信託 34,311

営業貸付

金（信託

受益権）

12,120

信託受益権分配

金等の受取
8,685 未収入金 971

信託財産のサー

ビサー業務
53,826 預り金 1,099

親会社の

子会社

昭和リー

ス株式会

社

東京都新

宿区
24,300

総合リース

業
なし 1

株式の譲

渡
株式の譲渡 69 － －

　（注）１．株式会社新生銀行の属性が平成19年12月13日付で「その他の関係会社」から「親会社」に異動となったこと

に伴い、属性が「その他の関係会社の子会社」から「親会社の子会社」に異動となりました。

２．新生信託銀行株式会社との取引は同行の信託勘定との取引であります。

３．取引条件は、市中相場を基に決定した条件によっております。

４．取引金額には消費税等は含まれておりません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 １株当たり純資産額 382円90銭  １株当たり純資産額    113円28銭 

 １株当たり当期純損失金額 　560円14銭  １株当たり当期純損失金額 　   186円04銭 

 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、当連結会計年度

において潜在株式が存在しないため記載しておりません。

同左

 （注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純損失（△）（百万円） △39,364 △17,595

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純損失（△）（百万円） △39,364 △17,595

期中平均株式数（千株） 70,275 94,578
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

───────── 当社は、平成20年５月30日開催の取締役会において、会社

法第459条第１項の規定に基づく定款の定めにより、資本準

備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余金の処分につい

て決議し、実施いたしました。これは、欠損の填補を行い、利

益を計上した際、配当を行うことができる体制を整えると

ともに、財務戦略上の柔軟性及び機動性を確保することを

目的としたものであります。

１. 資本準備金及び利益準備金の額の減少の要領

会社法第448条第１項の規定に基づき資本準備金の一

部及び利益準備金を減少し、それぞれ同額をその他資本

剰余金及びその他利益剰余金（繰越利益剰余金）に振り

替えたものであります。

(1)減少する資本準備金の額

17,176,514,757円のうちの15,938,656,610円

(2)増加するその他資本剰余金の額　

15,938,656,610円

(3)減少する利益準備金の額

552,000,000円

(4)増加するその他利益剰余金（繰越利益剰余金）の額

552,000,000円

２. 剰余金の処分の要領

会社法第452条の規定に基づき、上記１により増加した

その他資本剰余金を損失の処理に充当するとともに、同

条の規定に基づき別途積立金を取崩し、繰越利益剰余金

に振り替えたものであります。

(1)減少する剰余金の項目及びその額

その他資本剰余金　　　15,938,656,610円

別途積立金　　　　　　 1,000,000,000円

(2)増加する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金　　    16,938,656,610円

３. 資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余金の

処分の効力発生日

平成20年５月30日

４．上記の結果、それぞれの項目は次のようになります。

資本準備金　      1,237,858,147円

利益準備金　　　　　　　      0円

その他利益剰余金              0円

　別途積立金                  0円

　繰越利益剰余金              0円
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

シンキ株式会社 第２０回普通社債 平成17.５.31 10,000
10,000

(10,000)
1.26  なし 平成20.５.30

シンキ株式会社 第２１回普通社債 平成17.６.24 4,900
4,900

(4,900)
1.75  なし 平成20.12.24

シンキ株式会社 第２２回普通社債 平成17.10.11 4,900
4,900

(－)
2.10  なし 平成21.10.11

合計 － － 19,800
19,800

(14,900)
－ － －

　（注）１．（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

　２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

14,900 4,900 － － －
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 5,000 13,000 3.11 －

１年以内に返済予定の長期借入金 20,962 18,494 1.84 －

１年以内に返済予定のリース債務 210 210 1.78 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 43,493 30,488 1.84
平成21年～

平成23年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 262 51 1.78
平成21年～

平成22年

その他の有利子負債 － － － －

合計 69,928 62,245 － －

　（注）１．「平均利率」は、加重平均利率を記載しておりますが、当該利率を算定する際の利率及び残高は期末のものを

使用しております。

２．リース債務（１年内返済予定）は連結貸借対照表　流動負債の「その他」に、リース債務（１年超返済予

定）は固定負債の「その他」にそれぞれ含まれております。

３．長期借入金等（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内の返済予定額は以下のとおりで

あります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 18,774 11,513 201 －

その他の有利子負債     

リース債務 51 － － －

４．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため新生銀行と当座貸越契約を締結しております。

当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額 25,000百万円

借入実行残高 13,000百万円

差引額 12,000百万円

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金 ※1.4  20,807   10,665  

２．営業貸付金 ※1.2.
5.6  138,839   130,589  

３．前払費用   359   514  

４．繰延税金資産   4,402   3,143  

５．未収収益   1,118   727  

６．未収入金   5,045   1,273  

７．預け金   2,743   1,162  

８．その他   7   46  

９．貸倒引当金   △36,668   △26,506  

流動資産合計   136,656 90.0  121,617 90.7

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物 ※1 4,234   3,832   

減価償却累計額  1,963 2,270  1,976 1,855  

(2）構築物 ※1 632   488   

減価償却累計額  272 359  272 215  

(3）器具備品  1,732   1,994   

減価償却累計額  1,188 544  1,323 670  

(4）土地 ※1  4,734   4,410  

有形固定資産合計   7,908 5.2  7,152 5.3

２．無形固定資産        

(1）のれん   680   338  

(2）ソフトウェア   1,429   1,614  

(3）電話加入権   176   83  

無形固定資産合計   2,286 1.5  2,036 1.5
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※1  817   543  

(2）関係会社株式 ※9  30   6  

(3）出資金   25   27  

(4）関係会社長期貸付金   1,611   1,086  

(5）破産更生債権等 ※5  0   5  

(6）延滞営業債権 ※3.5  166   173  

(7）長期前払費用   126   52  

 (8）差入保証金   2,855   2,641  

 (9）その他   222   60  

(10）貸倒引当金   △813   △1,283  

投資その他の資産合計   5,042 3.3  3,313 2.5

固定資産合計   15,237 10.0  12,502 9.3

Ⅲ　繰延資産        

１．社債発行費   30   －  

繰延資産合計   30 0.0  － －

資産合計   151,924 100.0  134,120 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．短期借入金 ※1.4  5,000   13,000  

２．１年内返済予定の長期
借入金

※1.4  20,962   18,494  

３．１年内償還予定の社債   －   14,900  

４．未払金   984   1,003  

５．未払費用   254   316  

６．未払法人税等   51   50  

７．預り金   13,414   1,159  

８．賞与引当金   226   162  

９．その他   243   246  

流動負債合計   41,137 27.1  49,334 36.8

Ⅱ　固定負債        

１．社債   19,800   4,900  

２．長期借入金 ※1  38,493   20,488  

３．関係会社長期借入金 ※1  5,000   10,000  

４．繰延税金負債   708   722  

５．退職給付引当金   61   －  

６．役員退職慰労引当金   66   67  

７．利息返還損失引当金   18,618   30,424  

８．長期預り金   119   111  

９．その他   908   774  

固定負債合計   83,775 55.1  67,489 50.3

負債合計   124,912 82.2  116,823 87.1
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  12,665 8.3  16,709 12.5

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 13,133   17,176   

資本剰余金合計 　  13,133 8.7  17,176 12.8

３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 552   552   

(2）その他利益剰余金 　       

別途積立金 　 40,900   1,000   

繰越利益剰余金 　 △39,866   △17,490   

利益剰余金合計 　  1,585 1.0  △15,938 △11.9

４．自己株式 　  △1 △0.0  △0 △0.0

株主資本合計 　  27,383 18.0  17,946 13.4

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  181 0.1  43 0.0

２．繰延ヘッジ損益 　  △554 △0.3  △693 △0.5

評価・換算差額等合計 　  △372 △0.2  △650 △0.5

純資産合計 　  27,011 17.8  17,296 12.9

負債純資産合計 　  151,924 100.0  134,120 100.0

        

EDINET提出書類

シンキ株式会社(E03714)

有価証券報告書

 89/122



②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益        

１．営業貸付金利息  23,730   24,251   

２．信託受益権分配金  19,423   8,385   

３．預金利息  13   21   

４．受取手数料  442   181   

５．償却債権取立益  726   1,011   

６．その他営業収益  73 44,411 100.0 62 33,914 100.0

Ⅱ　営業費用        

１．借入金利息  1,383   1,228   

２．社債利息  285   271   

３．その他  6 1,675 3.8 56 1,555 4.6

営業総利益   42,736 96.2  32,358 95.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．広告宣伝費  1,199   820   

２．貸倒損失  3,041   1,743   

３．貸倒引当金繰入額  29,818   13,542   

４．利息返還損失引当金繰
入額 

 14,082   19,523   

５．役員報酬  115   111   

６．従業員給料手当  2,953   2,470   

７．賞与引当金繰入額  226   107   

８．役員退職慰労引当金繰
入額

 24   20   

９．退職給付費用  32   △2   

10．福利厚生費  3   2   

11. 賃借料  4,655   3,629   

12. 通信費  669   559   

13．租税公課  971   778   

14．減価償却費  1,624   1,397   

15．支払手数料  2,768   2,085   

16．その他  2,267 64,455 145.1 1,508 48,298 142.4

営業損失（△）   △21,718 △48.9  △15,939 △47.0
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息 ※1 331   76   

２．受取配当金  43   60   

３．受取賃貸料  134   108   

４．雑収入  89 599 1.4 79 324 1.0

        

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  189   215   

２．社債利息  35   44   

３．株式交付費  －   64   

４．社債発行費償却  43   30   

５．リース解約損  106   －   

６．雑損失  59 434 1.0 47 401 1.2

経常損失（△）   △21,554 △48.5  △16,016 △47.2

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※2 52   249   

２．訴訟和解金  232   －   

３．関係会社株式売却益  －   50   

４．投資有価証券売却益  597 882 2.0 0 300 0.9

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産売却損 ※3 24   49   

２．固定資産除却損 ※4 179   17   

３．関係会社株式評価損 　 1,604   －   

４．関係会社株式消滅損 　 139   －   

５．長期前払費用償却 　 574   －   

６．利息返還損失関連費用 ※5 11,402   －   

７．特別退職加算金 　 639   －   

８．投資有価証券売却損 　 －   23   

９．投資有価証券評価損 　 －   0   

10．店舗閉店関連損失 ※6 －   561   

11．減損損失 ※7 － 14,563 32.8 116 767 2.3

税引前当期純損失（△)   △35,235 △79.3  △16,484 △48.6
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

法人税、住民税及び事業
税

 965   9   

過年度法人税、住民税及
び事業税

 －   △338   

法人税等調整額  3,741 4,706 10.6 1,368 1,038 3.1

当期純損失（△）   △39,941 △89.9  △17,523 △51.7
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

（単位：百万円） 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年３月31日　残高 12,665 13,133 13,133 552 37,600 3,827 41,979 △1 67,777

事業年度中の変動額          

別途積立金の積立（注）     3,300 △3,300 －  －

剰余金の配当（注）      △439 △439  △439

役員賞与（注）      △13 △13  △13

当期純損失      △39,941 △39,941  △39,941

自己株式の取得        △0 △0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

        －

事業年度中の変動額合計 － － － － 3,300 △43,693 △40,393 △0 △40,393

平成19年３月31日　残高 12,665 13,133 13,133 552 40,900 △39,866 1,585 △1 27,383

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日　残高 781 － 781 68,558

事業年度中の変動額     

別途積立金の積立（注）    －

剰余金の配当（注）    △439

役員賞与（注）    △13

当期純損失    △39,941

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△599 △554 △1,153 △1,153

事業年度中の変動額合計 △599 △554 △1,153 △41,547

平成19年３月31日　残高 181 △554 △372 27,011

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

（単位：百万円） 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成19年３月31日　残高 12,665 13,133 13,133 552 40,900 △39,866 1,585 △1 27,383

事業年度中の変動額          

新株の発行 4,043 4,043 4,043    －  8,086

別途積立金の取崩     △39,900 39,900 －  －

当期純損失      △17,523 △17,523  △17,523

自己株式の取得        △0 △0

EDINET提出書類

シンキ株式会社(E03714)

有価証券報告書

 93/122



 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

自己株式の消却      △1 △1 1 －

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計 4,043 4,043 4,043 － △39,900 22,375 △17,524 1 △9,436

平成20年３月31日　残高 16,709 17,176 17,176 552 1,000 △17,490 △15,938 △0 17,946

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日　残高 181 △554 △372 27,011

事業年度中の変動額     

新株の発行    8,086

別途積立金の取崩    －

当期純損失    △17,523

自己株式の取得    △0

自己株式の消却    －

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△138 △139 △278 △278

事業年度中の変動額合計 △138 △139 △278 △9,715

平成20年３月31日　残高 43 △693 △650 17,296
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式

　移動平均法による原価法

(1）子会社株式

同左

 (2）その他有価証券

①　時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

(2）その他有価証券

①　時価のあるもの

同左

 ②　時価のないもの

　移動平均法による原価法

②　時価のないもの

同左

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

　時価法 同左

３．固定資産の減価償却の方

法

  

(1）有形固定資産 　定率法によっております。なお、平成10年

４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定額法によって

おります。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

　定率法によっております。なお、平成10年

４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定額法によって

おります。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

 建物 ３年～50年

器具備品 ３年～15年

建物 ３年～50年

器具備品 ３年～15年

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更してお

ります。この変更により損益に与える影

響は軽微であります。

（追加情報）

　平成19年度の法人税法改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得した資産に

ついては、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得原価の

５％に到達した事業年度の翌事業年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却し、

減価償却費に含めて計上しております。

これにより損益に与える影響は軽微で

あります。

(2）無形固定資産 ①　のれん

　５年間で毎期均等額を償却しておりま

す。

①　のれん

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ②　ソフトウェア

　自社利用目的のソフトウェアについて

は社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法により償却しておりま

す。

②　ソフトウェア

同左

(3）長期前払費用 　定額法によっております。 同左

４．繰延資産の処理方法   

(1）株式交付費 　　　　　　────── 　支出時に全額費用処理しております。

(2）社債発行費 　平成18年３月31日以前の起債に係る社

債発行費は、社債の償還期限内または旧

商法施行規則に規定する最長期間（３

年）のいずれか短い期間で均等償却して

おります。

同左

５．引当金の計上基準   

(1）貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

（追加情報）

　当社は、一般債権の貸倒引当金の基礎と

なる貸倒見積高を算定する際に用いる貸

倒実績として、従来は算定期間に発生し

た貸倒償却額を用いておりましたが、当

事業年度より、これに加え、算定期間末に

おいて貸倒懸念債権等である債権に対す

る貸倒引当金繰入額を含める方法に変更

いたしました。

　これは、平成19年12月に当社が株式会社

新生銀行の子会社となったことに伴い、

「親子会社間の会計処理の統一に関する

当面の監査上の取扱い」（日本公認会計

士協会監査・保証実務委員会報告第56

号）の主旨を踏まえ、同行グループの会

計処理方針に統一するために行ったもの

であります。

　これにより、貸倒引当金繰入額が1,503

百万円増加し、営業損失、経常損失、税引

前当期純損失がそれぞれ同額増加してお

ります。

　なお、これは、当下期において当社が株

式会社新生銀行の子会社となったことを

契機に行ったものであるため、当中間会

計期間においては従来の方法によってお

ります。従って、当中間会計期間において

変更後の方法を適用した場合、当中間会

計期間の貸倒引当金繰入額は1,512百万

円増加し、営業損失、経常損失、税引前当

期純損失がそれぞれ同額増加することと

なります。
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(2）賞与引当金 　従業員の賞与の支給に充てるため、支給

見込額を計上しております。

同左

(3）利息返還損失引当金 　利息制限法の上限金利を超過する貸付金

利息分の顧客からの返還請求による損失

に備えるため、債権種類別の返還実績率及

び平均返還額等から算出した利息返還請

求見込額のうち貸付金を超過して支払う

利息返還損失見込額を計上しております。

なお、貸付金に充当される利息返還損失見

込額17,658百万円は貸倒引当金に含めて

おります。

（追加情報）

　前事業年度において、リサーチ・センタ

－審理情報NO.24（平成18年３月15日　日

本公認会計士協会）を踏まえ利息返還損

失引当金を計上しておりましたが、「消費

者金融会社等の利息返還請求による損失

に係る引当金の計上に関する監査上の取

扱い」（日本公認会計士協会　業種別委員

会報告第37号　平成18年10月13日）が平成

18年９月１日以降終了する事業年度から

適用されることになったことに伴い、当事

業年度から同業種別委員会報告により利

息返還損失引当金を計上しております。こ

れにより税引前当期純損失は、11,402百万

円増加しております。

　利息制限法の上限金利を超過する貸付金

利息分の顧客からの返還請求による損失

に備えるため、債権種類別の返還実績率及

び平均返還額等から算出した利息返還損

失見込額を計上しております。

（会計方針の変更）

　当社は、従来利息返還請求見込額のうち、

貸付金に充当される利息返還損失見込額

を流動資産の貸倒引当金、貸付残高を超過

して支払う利息返還損失見込額を固定負

債の利息返還損失引当金としてそれぞれ

計上する方法を採用しておりましたが、当

事業年度より両者を利息返還損失引当金

として処理する方法に変更いたしました。

　これは、平成19年12月に当社が株式会社

新生銀行の子会社となったことに伴い、

「親子会社間の会計処理の統一に関する

当面の監査上の取扱い」（日本公認会計

士協会監査・保証実務委員会報告第56

号）の主旨を踏まえ、同行グループの会計

処理方針に統一するために行ったもので

あります。

　これにより、当事業年度末の貸倒引当金

が13,727百万円減少し、利息返還損失引当

金が同額増加いたしましたが、損益への影

響はありません。

　なお、この変更は、当下期において当社が

株式会社新生銀行の子会社となったこと

を契機に行ったものであるため、当中間会

計期間においては従来の方法によってお

ります。従って、当中間会計期間において

変更後の方法を適用した場合、当中間会計

期間末の貸倒引当金は16,846百万円減少

し、利息返還損失引当金は同額増加するこ

ととなります。当中間会計期間の損益への

影響はありません。

(4）退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額を計上し

ております。

同左

(5）役員退職慰労引当金 　役員の退職慰労金の支給に充てるため、

内規に基づく事業年度末要支給額を計上

しております。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

６．収益及び費用の計上基準   

(1）営業貸付金利息の計上

基準

　営業貸付金利息は、発生主義により計上

しております。

　なお、営業貸付金に係る未収利息につい

ては、利息制限法利率または当社の約定利

率のいずれか低い方によって計上してお

ります。

同左

(2）借入金利息、コマーシャ

ルペーパー利息及び社債

利息の会計処理

　借入金利息、コマーシャルペーパー利息

及び社債利息については、営業債権に対応

する部分を営業費用とし、その他のものに

ついては営業外費用として処理しており

ます。

同左

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じて処理しております。

同左

８．ヘッジ会計の方法   

(1）ヘッジ会計の方法 　繰延ヘッジ処理によっております。

　ただし、金利スワップの特例処理の要件を

満たす金利スワップ取引等については、特

例処理によっております。

　繰延ヘッジ処理によっております。

　ただし、金利スワップの特例処理の要件を

満たす金利スワップ取引については、特例

処理によっております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ手段

　デリバティブ取引（金利スワップ取引）

ヘッジ手段

同左

 ヘッジ対象

　変動金利建ての借入金利息

ヘッジ対象

同左

(3）ヘッジ方針 　当社の内規に基づき、借入金利息の金利変

動リスクを回避する目的で、変動金利建て

の借入金に対して、デリバティブ取引（金

利スワップ取引）でキャッシュ・フロー

ヘッジを行っております。

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方

法

　ヘッジ手段の指標金利と、ヘッジ対象の指

標金利との変動幅について相関性を求める

ことにより行っております。

　ただし、特例処理によっている金利スワッ

プについては、有効性の評価を省略してお

ります。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

  

(1）消費税等の会計処理 　消費税等の会計処理は税抜方式を採用し

ております。なお、控除対象外消費税等につ

いては当事業年度の費用として処理してお

ります。

同左

(2）匿名組合契約による持

分の会計処理

レバレッジドリース

　当社の出資に係る匿名組合の持分を適正

に評価するために、当社の負担すべき投資

損失累計額を出資金から直接控除しており

ます。

　また、同組合の当事業年度に属する損益の

当社持分相当額を匿名組合損益として処理

し営業外収益の「雑収入」に計上しており

ます。

レバレッジドリース

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は27,565百

万円であります。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。

（企業結合に係る会計基準）

当事業年度より、「企業結合に係る会計基準」（企業

会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準第７号　平成17年12月27

日）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準

に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平

成17年12月27日）を適用しております。

──────

──────

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表）

財務諸表等規則の改正に伴い、前事業年度において

「営業権」として掲記していたものは、当事業年度から

「のれん」として表示しております。

（損益計算書）

前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示

しておりました「リース解約損」は営業外費用の100分

の10を超えることとなったため、区分掲記することに変

更しました。

なお、前事業年度における「リース解約損」の金額は、

50百万円であります。

──────

──────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

(イ）担保に供している資産 (イ）担保に供している資産

科目 金額（百万円）

現金及び預金
（定期預金）

573

営業貸付金 7,005

建物 1,063

構築物 2

土地 4,469

投資有価証券 298

計 13,413

科目 金額（百万円）

現金及び預金
（定期預金）

573

営業貸付金 33,232

建物 1,081

構築物 1

土地 4,221

投資有価証券 221

計 39,332

(ロ）上記に対応する債務 (ロ）上記に対応する債務

科目 金額（百万円）

短期借入金 3,000

１年内返済予定の長期
借入金

3,966

長期借入金 3,306

計 10,273

科目 金額（百万円）

短期借入金 13,000

１年内返済予定の長期
借入金

1,706

長期借入金 1,440

関係会社長期借入金 5,000

計 21,146

※２．消費者向無担保ローン残高 ※２．消費者向無担保ローン残高

69,585百万円 82,323百万円

※３．延滞営業債権は営業貸付金のうち六ヶ月以上延滞し

たもので、破産債権等を除いたものであります。

※３．　　　　　　　　同左

  

※４．関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

流動資産   

現金及び預金(普通預金) 6,427百万円

流動負債   

短期借入金 3,000百万円

１年内返済予定の長期借入金 5,000百万円

※４．関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

流動資産   

現金及び預金(普通預金) 737百万円

流動負債   

短期借入金 13,000百万円
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※５．不良債権（営業貸付金、破産債権等及び延滞営業債

権）

※５．不良債権（営業貸付金、破産債権等及び延滞営業債

権）

区分 金額（百万円）

破綻先債権 0

延滞債権 166

三カ月以上延滞債権 3,319

貸出条件緩和債権 8,220

合計 11,706

区分 金額（百万円）

破綻先債権 5

延滞債権 6,169

三カ月以上延滞債権 －

貸出条件緩和債権 9,929

合計 16,104

(1）破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相

当期間継続していることその他の事由により、元本又

は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして

未収利息を計上しなかった貸付金（以下、「未収利息

不計上貸付金」）のうち、法人税法施行令（昭和40年

政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに

掲げる事由又は同項第４号に規定する事由に該当す

る貸付金であります。

(1）　　　　　　　　　同左

(2）延滞債権とは、未収利息不計上貸付金のうち、破綻

先債権に該当しないものであります。

(2）　　　　　　　　　同左

(3）三カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払い

が、約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸付

金で、破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであ

ります。

(3）　　　　　　　　　同左

(4）貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援

を図ることを目的として、金利の減免等、債務者に有

利となる取決めを行った貸付金で、破綻先債権、延滞

債権及び三カ月以上延滞債権に該当しないものであ

ります。

(4）　　　　　　　　　同左

 (追加情報）

　当社は、平成19年12月13日付で株式会社新生銀行の子

会社となったことを契機に、当事業年度末より同行が採

用している金融庁「金融検査マニュアル（預金等受入

金融機関に係る検査マニュアル）」に準拠する自己査

定基準を採用いたしました。これに伴い、破綻懸念先に

区分された債務者に対する貸付金は延滞債権として記

載しております。

　なお、従来の基準によった場合の不良債権の状況は、以

下のとおりであります。

区分 金額（百万円）

破綻先債権 5

延滞債権 173

三カ月以上延滞債権 2,807

貸出条件緩和債権 10,570

合計 13,556
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※６．当社が所有する営業貸付金の一部を信託し、その受

益権を第三者に譲渡したことによってオフバランス

となった営業貸付金の残高は、37,588百万円でありま

す。

※６．　　　　　　　──────

　

  ７．営業貸付金に係るコミットメントライン契約

　営業貸付金のうち96,463百万円は、リボルビング契約

（限度借入契約）によるものであります。

　同契約は、一定の利用限度額を決めておき、契約上規

定された条件について違反がない限り、利用限度枠の

範囲で繰返し貸出を行う契約であります。

　同契約に係る融資未実行残高は74,753百万円であり

ます。このうちには当事業年度末に残高のない顧客に

対する融資未実行残高が51,511百万円含まれておりま

す。

　なお、同契約は融資実行されずに終了するものもあ

るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社の将

来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあ

りません。

　同契約には、顧客の信用状況の変化、経済情勢の変

化、その他相当の事由があるときは、利用限度枠の減

額又は貸出の中止をすることができる旨の条項がつ

けられております。

　また、契約後も定期的に契約の見直し、与信保全上の

措置等を講じております。

　

  ７．営業貸付金に係るコミットメントライン契約

　営業貸付金のうち66,189百万円は、リボルビング契約

（限度借入契約）によるものであります。

　同契約は、一定の利用限度額を決めておき、契約上規

定された条件について違反がない限り、利用限度枠の

範囲で繰返し貸出を行う契約であります。

　同契約に係る融資未実行残高は52,298百万円であり

ます。このうちには当事業年度末に残高のない顧客に

対する融資未実行残高が37,321百万円含まれておりま

す。

　なお、同契約は融資実行されずに終了するものもあ

るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社の将

来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあ

りません。

　同契約には、顧客の信用状況の変化、経済情勢の変

化、その他相当の事由があるときは、利用限度枠の減

額又は貸出の中止をすることができる旨の条項がつ

けられております。

　また、契約後も定期的に契約の見直し、与信保全上の

措置等を講じております。

８．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め新生銀行と当座貸越契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入未

実行残高等は次のとおりであります。

８．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め新生銀行と当座貸越契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入未

実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額 25,000百万円

借入実行残高 3,000百万円

差引額 22,000百万円

当座貸越極度額 25,000百万円

借入実行残高 13,000百万円

差引額 12,000百万円

※９．　　　　　　　────── ※９．投資その他の資産の関係会社株式の中に、親会社株

式６百万円が含まれております。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

受取利息  331百万円 受取利息  70百万円

※２．固定資産売却益の内訳 ※２．固定資産売却益の内訳

科目 金額（百万円）

建物 1

土地 50

計 52

科目 金額（百万円）

建物 31

構築物 1

器具備品 1

土地 157

投資その他の資産その他 57

計 249

※３．固定資産売却損の内訳

科目 金額（百万円）

土地 24

計 24

※３．固定資産売却損の内訳

科目 金額（百万円）

建物 0

土地 41

投資その他の資産その他 7

計 49

※４．固定資産除却損の内訳 ※４．固定資産除却損の内訳

科目 金額（百万円）

建物 85

構築物 21

器具備品 72

計 179

※５．利息返還損失関連費用の内訳

科目 金額（百万円）

建物 7

構築物 6

器具備品 2

計 17

※５．　　　　　　─────────

科目 金額（百万円）

利息返還損失引当金繰入額 4,753

貸倒引当金繰入額 6,649

計 11,402
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※６．　　　　　　───────── ※６．店舗閉店関連損失の内訳

科目 金額（百万円）

 固定資産減価償却費 312

 原状回復費 151

 その他 97

計 561

※７．　　　　　　───────── ※７．減損損失の内訳

  当社が所有する事業用資産のうち、市場価格の著し

い下落が認められた遊休資産などについて帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額116百万円を

特別損失に計上しております。その主な固定資産の種

類ごとの減損損失の内訳は建物12百万円、土地11百万

円、電話加入権93百万円であります。なお、回収可能価

額は、主として公示価格及び固定資産税評価額を基に

した正味売却価額により評価しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） 1,940 20 － 1,960

合計 1,940 20 － 1,960

 （注）増加は単元未満株式の買取によるものであります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） 1,960 221 2,109 72

合計 1,960 221 2,109 72

 （注）増加221株は単元未満株式の買取によるものであり、減少2,109株は自己株式の消却によるものであります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

器具備品 3,111 1,636 1,475

ソフトウェア 5,057 4,203 853

合計 8,169 5,839 2,329

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

器具備品 2,206 1,222 983

ソフトウェア 863 672 190

合計 3,069 1,894 1,174

　②未経過リース料期末残高相当額 　②未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,290百万円

１年超 1,114百万円

合計 2,404百万円

１年内 556百万円

１年超 546百万円

合計 1,103百万円

　③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 　③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 1,879百万円

減価償却費相当額 1,751百万円

支払利息相当額 80百万円

支払リース料 1,415百万円

減価償却費相当額 1,321百万円

支払利息相当額 44百万円

　④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

 　　未経過リース料

１年内 2百万円

１年超 3百万円

  合計 5百万円

２．オペレーティング・リース取引

 　　未経過リース料

１年内 2百万円

１年超 1百万円

  合計 3百万円

（有価証券関係）

　前事業年度（平成19年３月31日）及び当事業年度（平成20年３月31日）において子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産   

貸倒引当金繰入限度超過額 9,060百万円

貸倒損失否認額 4,948百万円

賞与引当金 92百万円

減損損失否認額 453百万円

減価償却超過額否認 262百万円

未払事業税 17百万円

利息返還損失引当金 7,558百万円

役員退職慰労引当金 26百万円

投資有価証券評価損否認額 28百万円

関係会社株式減損否認額 651百万円

その他 328百万円

繰延税金資産の小計 23,428百万円

評価性引当額 △18,870百万円

繰延税金資産合計 4,558百万円

繰延税金負債   

スワップ損失 224百万円

その他有価証券評価差額金 122百万円

債権譲渡損 515百万円

繰延税金負債合計 863百万円

繰延税金資産純額 3,694百万円

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産   

貸倒引当金繰入限度超過額 2,341百万円

貸倒損失否認額 5,696百万円

賞与引当金 66百万円

減損損失否認額 255百万円

減価償却超過額否認 62百万円

未払事業税 17百万円

利息返還損失引当金 12,352百万円

役員退職慰労引当金 27百万円

投資有価証券評価損否認額 17百万円

関係会社株式減損否認額 653百万円

繰越欠損金 7,914百万円

その他 257百万円

繰延税金資産の小計 29,661百万円

評価性引当額 △26,518百万円

繰延税金資産合計 3,143百万円

繰延税金負債   

スワップ損失 281百万円

その他有価証券評価差額金 29百万円

債権譲渡損 410百万円

繰延税金負債合計 722百万円

繰延税金資産純額 2,420百万円
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　当事業年度においては税引前当期純損失を計上してい

るため、差異の原因の記載を省略しております。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 △40.6％

（調整）   

法人住民税均等割 0.1％

過年度法人税等 △2.1％

のれん償却額 0.8％

評価性引当額 48.4％

その他 △0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 6.3％
  

（企業結合関係）

企業結合における共通支配下の取引等関係

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

連結財務諸表の注記事項（企業結合関係）における記載内容と同一であるため、記載しておりません。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 １株当たり純資産額 384円36銭  １株当たり純資産額    114円44銭 

 １株当たり当期純損失金額 　568円35銭  １株当たり当期純損失金額 　   185円27銭 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につき

ましては、１株当たり当期純損失であり、また、当事業年度

末において潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

同左

 （注）１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純損失（△）（百万円） △39,941 △17,523

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純損失（△）（百万円） △39,941 △17,523

期中平均株式数（千株） 70,275 94,578
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

───────── 当社は、平成20年５月30日開催の取締役会において、会社

法第459条第１項の規定に基づく定款の定めにより、資本準

備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余金の処分につい

て決議し、実施いたしました。これは、欠損の填補を行い、利

益を計上した際、配当を行うことができる体制を整えると

ともに、財務戦略上の柔軟性及び機動性を確保することを

目的としたものであります。

１. 資本準備金及び利益準備金の額の減少の要領

会社法第448条第１項の規定に基づき資本準備金の一

部及び利益準備金を減少し、それぞれ同額をその他資本

剰余金及びその他利益剰余金（繰越利益剰余金）に振り

替えたものであります。

(1)減少する資本準備金の額

17,176,514,757円のうちの15,938,656,610円

(2)増加するその他資本剰余金の額　

15,938,656,610円

(3)減少する利益準備金の額

552,000,000円

(4)増加するその他利益剰余金（繰越利益剰余金）の額

552,000,000円

２. 剰余金の処分の要領

会社法第452条の規定に基づき、上記１により増加した

その他資本剰余金を損失の処理に充当するとともに、同

条の規定に基づき別途積立金を取崩し、繰越利益剰余金

に振り替えたものであります。

(1)減少する剰余金の項目及びその額

その他資本剰余金　　　15,938,656,610円

別途積立金　　　　　　 1,000,000,000円

(2)増加する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金　　    16,938,656,610円

３. 資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余金の

処分の効力発生日

平成20年５月30日

４．上記の結果、それぞれの項目は次のようになります。

資本準備金　      1,237,858,147円

利益準備金　　　　　　　      0円

その他利益剰余金              0円

　別途積立金                  0円

　繰越利益剰余金              0円
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略して

おります。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 4,234 9
411

(12)
3,832 1,976 386 1,855

構築物 632 － 144 488 272 136 215

器具備品 1,732 400 139 1,994 1,323 270 670

土地 4,734 －
323

(11)
4,410 － － 4,410

有形固定資産計 11,333 409
1,017

(23)
10,725 3,572 792 7,152

無形固定資産        

のれん 1,708 － － 1,708 1,369 341 338

ソフトウェア 2,312 712 － 3,024 1,410 527 1,614

電話加入権 176 －
93

(93)
83 － － 83

無形固定資産計 4,197 712
93

(93)
4,816 2,780 869 2,036

長期前払費用 937 8 4 940 888 77 52

繰延資産        

社債発行費 90 － 90 － － 30 －

繰延資産計 90 － 90 － － 30 －

（注）１．「当期減少額」欄の（　）は、内数で、当期の減損損失計上額であります。

２．建物の当期減少は、店舗閉店に伴う除却303百万円等であります。

３．土地の当期減少は、遊休不動産売却であります。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 37,481 31,189 23,233 17,647 27,790

賞与引当金 226 162 171 55 162

役員退職慰労引当金 66 20 19 － 67

利息返還損失引当金 18,618 19,523 7,716 － 30,424

　（注）１．貸倒引当金の当期減少額（その他）は、会計方針の変更に伴い、期末に貸付金に充当される利息返還損失見込

額を利息返還損失引当金に振り替えた13,727百万円、債権回収による戻入額325百万円並びに洗替による戻入

額3,594百万円であります。

２．賞与引当金の当期減少額（その他）は、洗替による戻入額55百万円であります。

３．利息返還損失引当金の当期増加額には、会計方針の変更に伴い、期末に貸付金に充当される利息返還損失見

込額を貸倒引当金から振り替えた13,727百万円が含まれております。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 2,940

預金  

普通預金 7,152

定期預金 573

小計 7,725

合計 10,665

ロ　営業貸付金

(イ）商品別内訳

商品 金額（百万円）

消費者向営業貸付金 82,857

 無担保ローン 82,323

 有担保ローン 534

事業者向営業貸付金 35,611

 無担保ローン 35,555

 有担保ローン 55

その他 12,120

合計 130,589

　（注）１．その他は貸付債権の信託契約に係る劣後受益権等であります。

(ロ）営業貸付金の発生及び回収状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期貸倒
高
(百万円)

当期その
他減少高
(百万円)

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 回転率（回）

(A) (B) (C)   (D)   

138,839 112,653 95,874 24,865 163 130,589 38.1 0.8

　（注）１．当期その他減少高は、「破産債権等」及び「延滞営業債権」に振替えたものであります。

２．回収率及び回転率の計算方法は次のとおりであります。

回収率＝
(C)

──────
(A) ＋ (B)

×100  回転率＝

(B)
──────

(A) ＋ (D)
──────

２

②　流動負債

イ　短期借入金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

株式会社新生銀行 13,000

合計 13,000
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ロ　１年内返済予定の長期借入金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

株式会社りそな銀行 1,198

滋賀県信用農業協同組合連合会 1,000

東芝ファイナンス株式会社 1,000

その他（48社） 15,296

合計 18,494

ハ　１年内返済予定の社債

相手先別内訳

銘柄 金額（百万円）

第20回国内無担保普通社債 10,000

第21回国内無担保普通社債 4,900

合計 14,900

ニ　預り金

項目別内訳

項目 金額（百万円）

債権流動化 1,099

顧客 41

住民税 9

源泉所得税 6

健康保険・厚生年金 2

合計 1,159

③　固定負債

イ　社債

(イ）銘柄別内訳

銘柄 金額（百万円）

第22回国内無担保普通社債 4,900

合計 4,900

(ロ）期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成21年度 4,900

合計 4,900

ロ　長期借入金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

株式会社りそな銀行 2,102
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相手先 金額（百万円）

株式会社近畿大阪銀行 1,467

株式会社みなと銀行 1,244

株式会社東日本銀行 1,126

山梨県信用農業協同組合連合会 1,062

その他（40社） 13,485

合計 20,488

(ロ）期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成21年度 13,774

平成22年度 6,513

平成23年度 201

合計 20,488

ハ　関係会社長期借入金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

株式会社新生銀行 10,000

合計 10,000

(ロ）期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成21年度 5,000

平成22年度 5,000

合計 10,000

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類

100,000株券、10,000株券、1,000株券及び100株券

ただし、必要があるときは上記以外の株数を表示した株券及び単元未満株

式の数を表示した株券を発行することができる。

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 新券１枚につき金100円に印紙税相当額を加算した額

単元未満株式の買取り  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　全国本支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 電子公告とする。

（電子公告ページＵＲＬ）

http://www.shinki.co.jp/koukoku/index.html

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をする

ことができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）当社定款の規定により当会社の株主（実質株主を含む）は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以

外の権利を行使することができない。

（1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

（3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 (1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第53期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月29日関東財務局長に提出

 (2）有価証券届出書

 　平成19年９月13日関東財務局長に提出

 (3）臨時報告書

 　平成19年12月13日関東財務局長に提出

 　　　　当社の親会社及び主要株主に異動が生じましたので、金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に

関する内閣府令第19条第２項第３号並びに同項第４号の規定に基づき提出するものであります。

 (4）半期報告書

 　（第54期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月27日関東財務局長に提出

 (5）有価証券報告書の訂正報告書

 　平成19年11月５日関東財務局長に提出

 　　　　事業年度（第53期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。

 (6）発行登録書（普通社債）及びその添付書類

 　平成19年５月14日関東財務局長に提出

 (7）訂正発行登録書

 　平成19年５月16日関東財務局長に提出

 　平成19年７月２日関東財務局長に提出

 　平成19年12月27日関東財務局長に提出

 (8）訂正発行登録書及びその添付書類

 　平成19年５月15日関東財務局長に提出

 　平成19年５月22日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

   平成19年６月28日

シンキ株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 髙木　將雄　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 浅賀　裕幸　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 渡邊　明久　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシンキ株式

会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シンキ株

式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別

途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成20年６月26日

シンキ株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 鶴野　隆一　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 渡邊  明久　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 齋藤　淳　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

シンキ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シンキ株

式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別

途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成19年６月28日

シンキ株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 髙木　將雄　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 浅賀　裕幸　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 渡邊　明久　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシンキ株式

会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第53期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シンキ株式会

社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成20年６月26日

シンキ株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 鶴野　隆一　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 渡邊　明久　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 齋藤　淳　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

シンキ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第54期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シンキ株式会

社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保

管しております。
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